
1
グリーン・ゾーン
推進グループ

やまなしグリーン・ゾーン認証制度運営事
業費（当初分）

　県内の事業者が感染症に強い事業環境を整備し維持でき
るよう、「やまなしグリーン・ゾーン構想認証制度」の普及啓発
や取得促進に向けた取り組み

本県独自の感染症予防対策の基準策定や認証制度申請事業者
の審査等のため、専門家による審査委員会開催費　167千円（委
員報償費、委員旅費、需用費）
認証制度を広く周知するためのＰＲ及び申請受付、現地調査、報
告書作成等の認証制度事務委託費　76,620千円
専用ホームページ保守・管理費　2,530千円（委託料）
認証ステッカー作成費　803千円（需用費）

80,119,974 80,119,974 R3.4.1 R4.3.31
6,741件（R4.7.8現在）の事業者がグリーン・ゾーン認証を取得しており、
新型コロナウイルス感染症の拡大防止に一定の効果があった。

2
グリーン・ゾーン
推進グループ

やまなしグリーン・ゾーン国際的評価基準
構築実証事業費

　本県独自の感染症対策であるグリーン・ゾーン構想を国際
的に評価される認証制度とするため、グリーン・ゾーン認証宿
泊施設において新製品・新技術の実証実験を行う

新型コロナウイルス感染症に対して効果を有する新製品・新技術
の実証実験を行うための経費　5,183千円（委託料）

5,183,000 5,183,000 R3.6.21 R3.12.31
認証宿泊施設3施設において、32社52製品の機器を導入・効果検証を
行い、その結果に基づき現行認証制度よりも上位のグリーン・ゾーン　プ
レミアムの構築につなげた。

4
文化振興・
文化財課

やまなし文化芸術祭総合推進事業費

　【新しい生活様式を踏まえた地域経済の活性化】コロナ禍に
おいて中止や延期を余儀なくされた文化芸術活動の再開や
機会の創出を通じて、地域の活気を取り戻す。若者の関心が
高く、観光や産業と連携した取組が期待できるメディア芸術の
振興を図るため、メディア芸術に携わる若手作家の発掘と育
成、活躍の機会を増やすことを目的に、国内外から公募する
メディア芸術作品のコンテストを開催

　メディア芸術作品の審査に要する経費　3,684千円（審査員報償
費、審査員旅費、需用費、役務費）
　作品の展示に要する経費　4,000千円（委託料）

7,684,000 7,684,000 R3.4.1 R4.3.31

国内外から応募のあった作品から、優れた作品を表彰すると共に、県立
美術館にて作品展を開催し、県内外から多数の観覧者が訪れ、メディア
芸術を通じた観光との連携など地域の活性化が図られると共に、コロナ
禍においても、芸術に触れる機会を県民に対して提供することができ
た。

5 子育て政策課 保育対策事業費補助金

（保育環境改善等事業のうち新型コロナウイルス感染症対策
支援事業）
　認可外保育施設において、新型コロナウイルスの感染拡大
を防止する
　感染予防用のために購入した衛生用品、備品購入費　感染
症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施していくため
に必要な経費への補助

施設に対する補助金　681千円
（国：1/2　340千円、県：1/2　341千円）

681,000 341,000 R3.4.1 R4.3.1
3施設に対して補助金を交付し、感染症対策の徹底を図りながら保育所
等の継続的な運営につながった。

6 子育て政策課 子育て支援対策臨時特例交付金
（不妊に悩む方への特定治療支援事業）
　特定不妊治療を受けている夫婦の経済的負担を軽減する
ため、保険適用外の特定不妊治療に要する経費を助成

特定不妊治療費助成（男性不妊治療費助成含む）　132,108千円 264,214,047 132,107,023 R3.4.1 R4.3.31
延べ1,133人に対して給付金を支給し、新型コロナウイルス感染症の感
染が拡大する中、治療者の心理的・経済的な負担の軽減が図れた

7 子育て政策課 母子保健衛生費補助金

（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合対
策事業（令和２年度第三次補正予算分に限る））
　強い不安を抱える妊婦等を対象に、分娩前にＰＣＲ等検査
を実施することで、妊婦の新型コロナウイルス感染症への不
安解消に繋げる

検査を希望する妊婦のPCR等検査費用の助成　31,450千円（国：
1/2　15,725千円、県：1/2　15,725千円）

31,450,000 15,725,000 R3.4.1 R4.3.31

強い不安を抱える妊婦等を対象にＰＣＲ等検査（1人1回。分娩予定日が
概ね2週間以内の妊婦が対象。）を1,5,78件実施。本県の令和3年度出
生数は4,965人（人口動態統計・概数）であり、全体の約31.7％の妊婦に
ＰＣＲ等検査が実施できたなど、検査者の心理的・経済的な負担の軽減
が図れた。

9 子ども福祉課 児童福祉事業対策費等補助金

（感染防止に配慮した児童虐待・ＤＶ等相談支援体制強化事
業）
　児童養護施設等において、新型コロナウイルスの感染拡大
を防止するため、消毒液等を確保する
　施設等で必要とされている衛生物品の確保に要する経費の
助成

マスク、消毒液、使い捨て手袋、使い捨てガウン、保護ゴーグル
4,632千円（国：1/2　2,316千円、県：1/2　2,316千円）

4,631,770 2,315,885 R3.4.1 R4.3.31
マスク2,255箱、消毒液673本、保護ゴーグル805個、使い捨て手袋1,082
箱、ガウン80箱を配布し、感染症防止対策を整備したことによって、安全
安心な管理運営につながった。

10 子ども福祉課 児童福祉事業対策費等補助金

（感染防止に配慮した児童虐待・ＤＶ等相談支援体制強化事
業）
　児童養護施設等における感染症対策へ支援し、職員及び
家族への感染拡大を防止

　感染症対策のため増加する人件費、物品購入費、宿泊費用に対
し助成　12,705千円
（国：1/2　6,352千円、県：1/2　6,353千円）

12,705,000 6,352,500 R3.4.1 R4.3.31
8施設の感染症対策に要する費用について助成を行い、各施設の感染
症への対策を強化することにより、施設の安全安心な管理運営につな
がった。

11
オリンピック・パラリ

ンピック推進課
東京オリンピック自転車競技ロードレース

推進事業費
　東京オリンピック競技大会自転車ロードレースにおける新型
コロナウイルスへの感染リスクを低減するための対策を実施

・シャトルバスの定員減による増便に要する委託料　894,300円
・感染対策消耗品　209,000円

1,103,300 1,103,300 R3.5.10 R3.8.31
　大会主催者から、東京オリンピック競技大会自転車ロードレースの沿
道観戦自粛の要請が出たことに伴い、沿道観戦シャトルバスの運行を
中止したが、準備段階においては感染症対策を講じ進めていた。

12 スポーツ振興課 緑が丘スポーツ公園指定管理者委託料
　緑が丘スポーツ公園の指定管理者が行う超感染症社会に
対応した施設運営に対する指定管理施設管理委託費の見直
し

感染症拡大防止対策経費　240,000円
（利用者用消毒液、ハンドソープ等の購入）

240,000 240,000 R3.4.1 R4.3.31
消毒液やハンドソープを購入することで、利用者の感染防止を図ること
ができた。

13 スポーツ振興課 県立射撃場指定管理者委託料
　県立射撃場の指定管理者が行う超感染症社会に対応した
施設運営に対する指定管理施設管理委託費の見直し

感染症拡大防止対策経費　30,000円
（利用者用消毒液、ハンドソープ等の購入）

30,000 30,000 R3.4.1 R4.3.31
消毒液やハンドソープを購入することで、利用者の感染防止を図ること
ができた。

14
リニア未来創造・

推進課
リニア見学センター管理運営費

　リニア見学センターの指定管理者が行う超感染症社会に対
応した施設運営に対する指定管理施設管理委託費の見直し

感染症拡大防止対策経費　384千円
（保守管理、消耗品、材料費の増加に伴う経費）

384,000 384,000 R3.4.1 R4.3.31
消毒液等を購入し、感染症防止対策を行ったことにより、安全安心な施
設運営につながった。

15
感染症対策

企画グループ
グローバル・アドバイザリー・ボード開催費

　感染症に対する最新情報・知見の提供を受け、感染症に対
する強靱な地域社会への移行を目指す

国内外の感染症専門家からなるグローバル・アドバイザリー・ボー
ドとして、専門家との会議を開催する経費　108千円（報償費等）

107,800 107,800 R3.4.1 R4.3.31
グローバル・アドバイザリー・ボードの開催により、国内外の感染症専門
家の知見等を収集し、また、感染症に係る最新情報を得るための体制
を整備した。

17
感染症対策

企画グループ
やまなし感染症ポータルサイト整備事業費

　感染症に関する情報を一元的に管理することで、閲覧者等
の利便性の向上を図る

感染症に係るポータルサイトの構築に要する経費　1,996千円（委
託料）

1,995,950 1,995,950 R3.4.12 R3.10.31

県ホームページ内に分散している感染症情報を集約し、利用者の閲覧
性向上につなげた。
また、医療関係者向け限定ページを設置し、関係者と感染症に関する
最新の知見等を共有した。

18
感染症対策

企画グループ
その他の事業経費

　県の感染症対策への医学的見地からの指導・助言及び県
内医療関係者との連携・協働体制の構築を図るため、特別職
非常勤職員等を任用する（4名）

7,009千円（報酬、旅費等） 7,008,055 7,008,055 R3.4.1 R4.3.31
県内事情に精通した専門家の起用等により山梨県CDCとして感染症対
策のための組織を整備した。

19
新型コロナウイルス

対策グループ
新型コロナウイルス感染症に係る体制整

備事業
　感染症に関する相談窓口を一元化し、感染症が拡大する局
面を見据えた体制を整備

検体及び患者の搬入等に関する運転業務の経費　24,987千円（委
託料）

141,620,382 24,986,608 R3.4.1 R4.3.31
141,941件の検体及び患者移送を外部委託し、保健所職員が専門性の
高い業務に専念できるよう保健所体制を強化した。

20
感染症対策

企画グループ
衛生物資備蓄体制整備事業

　感染が拡大し物資供給が逼迫する局面で、県内の病院等と
社会福祉施設に放出するための衛生物資を備蓄するにあた
り体制を整備

衛生物資の保管・管理・発送業務委託に要する経費　1,553千円 1,553,000 1,553,000 R3.4.1 R4.3.31
衛生物資の備蓄体制を整備し、県内の病院や社会福祉施設から衛生
物資の供給要請があった際に適切に放出できる体制を整備した。

21
新型コロナウイルス

対策グループ
感染症調査事業費（当初分）（ドライブス

ルーPCR）

　新型コロナウイルスの感染症の増加に伴い、検査を必要と
する県民がすみやかに検査を受けられるよう体制を整備。山
梨大学において実施しているドライブスルーＰＣＲ検査の体制
整備を支援

ドライブスルーPCR検査体制整備補助金　1,047千円 3,304,000 1,047,000 R3.4.1 R4.3.31
山梨大学におけるドライブスルーPCR検査の体制整備に補助し、県民
が速やかに検査を受けられる環境を構築した。

22
新型コロナウイルス

対策グループ
感染症患者措置事業費

 新型コロナウイルス感染症が拡大している中で、新型コロナ
ウイルス感染症患者等の入院医療体制を整える

重点医療機関・協力医療機関等病床確保補助金　53,515千円 9,626,454,000 53,515,000 R3.4.1 R4.3.31
新型コロナウイルス感染症患者受入支援のために143,313床を確保し、
入院医療体制を整えた。

23
新型コロナウイルス

対策グループ
医療従事者宿泊支援事業費補助金

　新型コロナウイルス感染症患者等の受け入れを行う医療機
関で働く医療従事者の負担軽減、当該医療従事者の同居内
感染リスクを低減させるため、医療従事者への宿泊費の補助

医療従事者宿泊支援事業費補助金　695千円 695,000 695,000 R3.4.1 R4.3.31
医療従事者の宿泊費を補助することにより、新型コロナウイルス感染症
患者の受入れに関わる医療従事者の負担軽減等をした。

26 生涯学習課 青少年センター管理運営委託費
　青少年センターの指定管理者が行う超感染症社会に対応し
た施設運営に対する指定管理施設管理委託費の見直しを行
う

感染症防止対策経費　3,854千円（利用者用消毒液等の購入：545
千円、換気による冬場の燃料費増加：3,309千円）

8,528,000 3,854,000 R3.4.1 R4.3.31

消毒用アルコール用品の購入などを行い、感染症防止対策を整備でき
たことにより、安心安全な施設管理を行うことができた。また、プールの
冬場の換気と温度管理を徹底することにより、施設利用者に対して快適
な利用環境を提供することができた。

27 生涯学習課 科学館管理運営委託費
　科学館の指定管理者が行う超感染症社会に対応した施設
運営に対する指定管理施設管理委託費の見直しを行う

感染症防止対策経費　1,205千円（衛生消耗品費：1,126千円、実験
工作室等消耗品費：79千円）

1,205,000 1,205,000 R3.4.1 R4.3.31
消毒用アルコール、CO2測定器等の購入をおこない、感染症防止対策
を整備できたことにより、安心安全な管理運営につながった。

28 生涯学習課 図書館管理運営委託費
　図書館の指定管理者が行う超感染症社会に対応した施設
運営に対する指定管理施設管理委託費の見直しを行う

感染症防止対策経費　1,085千円（外部委託費（清掃作業費）：981
千円、消毒関係備品購入費：104千円）

1,085,000 1,085,000 R3.4.1 R4.3.31
消毒用アルコール購入や館内の清掃の頻度や清掃箇所を増やすことに
より、感染症防止対策の整備が図られ、安心安全な管理運営につな
がった。

29 医務課 小児救急医療体制確保事業費
新型コロナ禍においても、休日、夜間の小児救急医療体制を
確保するため、小児初期救急医療センターの運営に対して助
成する。

　小児初期救急医療センター運営費用　160,696,087円 160,696,087 160,696,087 R3.4.1 R4.3.31
コロナ禍で患者の受診控え等により、初期救急の患者数が大幅に減少
する中、本事業の実施により小児初期救急の運営体制を確保すること
が可能となった。

30 健康増進課 精神障害者医療・保護対策事業費
　新型コロナウイルスに感染した精神障害等がある患者の医
療体制の確保するため、精神科病院等からの相談を受ける
体制の整備

医師オンコール業務委託　50,242円／日 50,242 50,242 R3.4.1 R4.3.31
クラスターが発生した障害者施設において、利用者を留め置いた際に、
夜間の救急対応のために１回実施。急変時に対応できる医師の存在を
確保することにより、医療提供体制の充実に努めた。

31 情報政策課
テレワーク環境整備・ペーパーレス化に係

る環境整備

　テレワーク環境を整備することで職員の新型コロナウイルス
感染リスクを軽減し、本県の行政機能を維持するとともに、庁
内のペーパーレス化を促進し、業務の効率化を図る
　非接触による会議等の実施のため、タブレット端末の調達、
利用環境の構築を行う。

ペーパーレス会議等実施環境整備　48,928千円（委託料） 48,928,000 48,928,000 R3.6.30 R3.10.29

テレワーク等環境を整備したことによって、職員への感染リスクを軽減
するとともに、職員が感染（濃厚接触）した場合であっても業務継続が可
能となり、行政機能を維持することができた。
また、ペーパレス化（書類や帳票類を電子化）が促進されたことにより業
務の効率化も図ることができた。

32 成長産業推進課
やまなし中小企業事業再構築サポート事

業費

　新型コロナウイルスがもたらした経済社会の変容に対応す
るため、新事業分野への進出や業態転換等に取り組む意欲
のある中小企業者を支援

中小企業が抱える事業再構築等の課題に対し、商工団体等が連
携して伴走支援を行うとともに、専門家を派遣し重点的かつ集中的
な支援を実施　8,298千円
ロ新規市場参入に向けた市場調査や新商品開発のための試作、
新たな販路開拓に向けたテストマーケティングにかかる経費の一
部を補助（補助率2/3）　1,000千円/件（上限）×11件＝8,321千円

16,619,000 16,619,000 R3.4.1 R4.3.31
専門家派遣については、当初及び補正分の合計で102社・620回実施。
補助金については、11件交付。県内中小企業の新事業分野への進出
や業態転換等への取組を支援することができた。

33 労政雇用課
感染拡大防止のための新型コロナウイル

ス対策休業助成金

　新型コロナウイルス感染症の県内における感染拡大を防止
するため、新型コロナウイルス感染症の感染者または濃厚接
触者で給与や事業所得、公的な給付金等が支給されない者
に対し、休業した日に応じ定額を助成する。

支給人数：1,078人、支給額：38,340千円
（No.118感染拡大防止のための新型コロナウイルス対策休業助成
金（補正分）との合計
　No.33：　29,664千円　No.118：　8,676千円）

29,664,000 29,664,000 R3.4.20 R4.3.31
1,078人に助成金を支給したことにより、新型コロナウイルス感染症の感
染者、濃厚接触者となったことによる休業への心理的・経済的負担の軽
減が図れた。

34 労政雇用課 Web活用による採用活動促進事業費

　新型コロナウイルス感染症の影響により、学生と企業との
マッチングの機会が激減している中、県内外からの継続的な
人材確保を図るため、Webを活用した採用活動に取り組む県
内企業を支援
　Web面談に必要な設備やノウハウを持たない企業50社へア
ドバイザーを派遣し、Web説明会等を効果的に実施できる環
境を整備

企業向けアドバイザー派遣　2,992千円（委託料）（50社×2回）
　Web企業訪問特設ポータルサイトの運営　660千円（委託料）

3,652,000 3,652,000 R3.4.30 R4.3.31
県内企業50社に対してアドバイザーを派遣し、Web説明会等を効果的に
実施できる環境整備を支援した。

R3年度計画新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金  ※繰越事業を除く

Ｎｏ 担当課 事業名称 事業の概要 経費内訳
総事業費
（円単位）

うち交付金
（円単位）

事業始期
（例：R4.4.1）

事業終期
（例：R5.3.1）

効果検証



35 労政雇用課 地域就職氷河期世代支援加速化交付金

　新型コロナウイルス感染症の影響により求人需要が減少す
る状況下においても、県内企業が行う雇用の確保・定着を図
る取組を支援することで、就職氷河期世代の不安定な就労状
態や無業の状態にある方の正規雇用の拡大を図る

　就職氷河期世代限定の求人や就職イベント情報など、正社員雇
用につなげるための情報を新聞に掲載（委託料）　7,968千円（国：
3/4　5,976千円、県：1/4　1,992千円）
　就職氷河期世代を新規正社員雇用した場合に助成金を支給（補
助金）　中小企業　300千円×19人＋大企業　250千円×2人＝
6,200千円（国：3/4　4,650千円、県：1/4　1,550千円）
　就職氷河期世代の非正規雇用者を正社員に転換した場合に助
成金を支給　100千円×10人＝1,000千円（国：3/4　750千円、県：
1/4　250千円）

15,168,400 3,792,100 R3.4.1 R4.3.31

年４回の新聞特集ページに、就職イベント情報等と併せて延べ138社、
235求人を掲載し、就職氷河期世代で5人の正規雇用に繋がった。
また、31事業所に対して助成金を支給し、就職氷河期世代の31人の正
規雇用又は正社員化に寄与した。

36 都市計画課 小瀬スポーツ公園指定管理者委託費
　小瀬スポーツ公園の指定管理者が行う超感染症社会に対
応した施設運営に対する指定管理施設管理委託費の見直し
を行う

感染症防止対策経費　1,556千円（来場者用消毒液等の購入） 1,556,000 1,556,000 R3.4.1 R4.3.31
消毒用アルコール用品の購入などを行い、感染症防止対策を行ったこ
とにより、安心安全な施設管理を行うことができた。

37 二拠点居住推進課 二拠点居住誘致推進事業費

　新型コロナウイルス感染症の影響により、感染リスクがより
低い働き方としてテレワークが急速に普及し、感染リスクが低
い地方への移転を検討する企業が増加している。リスクの低
い本県に移転してもらうために、本県の安全安心な環境の体
験を支援。移転した企業と地域を結びつけ新型コロナウイル
スにより影響を受けた本県経済の活性化を図る。

本県への企業移転やサテライトオフィスの誘致等に向けたお試し
体験に係る経費を助成
 交付決定先　25社　実績額　9,093,000円

9,093,000 9,093,000 R3.6.8 R4.3.31
 お試し体験を希望する25社に補助を行ったことにより、企業の本県進
出の検討につながった。

38 障害福祉課 障害者施設の出来る仕事ＰＲ事業費
　新型コロナウイルスの感染拡大により影響を受けている就
労継続支援事業所の生産活動をＰＲし、受注機会を確保する
ことで、障害のある方の工賃向上及び経済的自立を推進

障害者就労施設のできる仕事をＰＲするホームページ等の保守管
理費　242千円（委託料（経常経費含む））

241,230 241,230 R3.4.1 R4.3.31
10,874ユーザーが訪れ42,713ページビューがあり、事業所のできる仕事
のPRがされ受注拡大につながった。

39
文化振興・
文化財課

美術館・文学館及び芸術の森公園管理運
営委託費

　美術館等の指定管理者が行う超感染症社会に対応した施
設運営に対する指定管理施設管理委託費の見直しを行う

感染症防止対策経費　11,151千円（ポスト増に対する人件費増
7,983千円、外部委託費（清掃作業費）：1,465千円、消毒関係備品
購入費：1,703千円）

11,151,000 11,151,000 R3.4.1 R4.3.31
感染症対応職員の増加、館内清掃の徹底、消毒液等感染防止用品の
切れ目無い補充等、安全・安心な施設運営を心がけ、来館者の心理的
不安の軽減が図れた。

40
文化振興・
文化財課

県民文化ホール運営管理費
　県民文化ホールの指定管理者が行う超感染症社会に対応
した施設運営に対する指定管理施設管理委託費の見直しを
行う

感染症防止対策経費　3,630千円（外部委託費（清掃作業費）
新しい生活様式に対応するための委託費　6,000千円
利用料収入の増加分控除（3,630+6,000-144）千円

9,486,000 9,486,000 R3.4.1 R4.3.31

・感染症防止対策経費
消毒の実施、消毒液の設置等により、安心安全な管理運営につながっ
た。
・感染症防止対策経費
ウェブによるライブ配信、アーカイブ配信、ケーブルテレビでの番組放
送、アーティストが製作した動画を配信するポータルサイトの運営によ
り、コロナ禍においても、芸術に触れる機会を県民に対して提供すること
ができた。

41 世界遺産富士山課 富士山世界遺産センター管理費
　富士山世界遺産センターの指定管理者が行う超感染症社
会に対応した施設運営に対する指定管理施設監理委託費の
見直し

感染症拡大防止対策経費　223千円（来場者用消毒液購入に係る
経費）

223,000 223,000 R3.4.1 R4.3.31

職員及び来館者が使用する手指消毒液を購入。
山梨県立富士山世界遺産センターは、感染拡大予防マニュアルに沿っ
た運営を行っているが、その中で職員及び来館者の手指消毒の徹底を
図っており、館内各入口に消毒液を設置している。

42 高校教育課 語学指導等を行う外国青年招致事業費

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、ALTが来日する
際の追加的防疫措置を講じる必要が生じ、R3年度に（財）自
治体国際化協会に支払う負担金が増額した。防護措置を講じ
たうえで安心してALTを配置することができる。

直前健康診断、PCR検査、空港からの移動料、来日後の宿泊費用
の追加経費
経費一人当たり210,482×14名＝2,946,748円
のうち臨時交付金への充当は当初予定額（218.3千円×9名＝
1,965千円）

108,424,708 1,965,000 R3.4.1 R4.3.31

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、ALTが来日する際の追加
的防疫措置を講じる必要が生じ、R3年度に（財）自治体国際化協会に支
払う負担金が増額した。防護措置を講じたうえで安心してALTを配置す
ることができた。

43 高校教育課 県立学校遠隔教育実施体制整備事業費
新型コロナウイルス感染症の県立学校での集団発生による
休校措置に備え、遠隔教育を実施するためのモバイルｗifiを
確保する。

モバイルｗifi通信料　1,502円×150台（3月のみ50台）＝2,555,800
円、モバイルｗifi解約料11,500円×100台＝1,150,000円、消費税
370,580円　計4,076,380円

4,076,380 4,076,380 R3.4.1 R4.3.31

新型コロナウイルス感染症により登校できなくなった際（罹患・濃厚接
触・休校・分散登校）の遠隔授業を行う上で，家庭にWi-Fi環境を持たな
い生徒に対して貸し出すことで，すべての生徒に対して遠隔授業を行う
ことが可能となった。

44
警察本部

捜査第一課
死体取扱業務感染予防対策強化事業費

　死体取扱時における新型コロナウイルス感染防止対策とし
て抗原検査キットを整備することで、従事者の精神的負担の
軽減や待機期間及び待機人員の大幅縮減を図る

抗原検査キット　19,450円×54箱×1.1 1,155,330 1,155,330 R3.8.4 R4.3.31
検視前に抗原検査キットで感染の有無を判定でき、実際に数件の陽性
を確認した。その後の検視業務を徹底した感染症防止対策のもと行い、
安全安心な管理運営につなげることができた。

49 福祉保健総務課
あんしんやまなしワクチン接種県民運動事

業費

　新型コロナウイルス感染症ワクチン接種率向上を図ること
で、県民生活が回復に向かうとともに、感染症に強い山梨を
実現する

新型コロナウイルス感染症ワクチン接種率向上を図るための県民
運動実施に要する経費　16,459,327円（委託料）

16,459,327 16,459,327 R3.4.30 R4.3.31

ワクチン接種を２回完了した県民に対する特典付与協賛事業者（３００
者・団体）、県民運動サポーター事業者、団体（７６者・団体）を周知し、
ワクチン接種率向上の機運の醸成が図れた。（接種率80.8%令和4年3月
31日現在）

50 健康長寿推進課
新型コロナウイルス感染症対策介護施設

等支援事業費
　クラスターが発生しやすい介護施設等に衛生用品を確保

　施設従事者の感染リスクを回避するためマスク用インナーフレー
ムの購入  12,020個×178円×1.1=2,353,516円、送料268施設×
2,000円×1.1＝589,600円
　施設従事者の感染リスクを回避するためのフェイスシールドを購
入　12,000個×136円×1.1＝1,795,200円
　施設従事者の感染リスクを回避するためガウン・キャップを購入
ガウン704円×19,548着＝13,761,792円、
    キャップ110円×12,706着＝1,397,660円

19,897,768 19,897,768 R3.4.1 R4.3.31

マスク用インナーフレーム12,020個を268施設、フェイスシールド2,850個
をクラスターが発生した施設（8施設）に搬入し、感染症防止対策を整備
したことによって、施設従事者の感染リスクを軽減し、安全安心な管理
運営につながった。

51 障害福祉課
新型コロナウイルス感染症対策障害者施

設等支援事業費
　クラスターが発生しやすい障害者施設等に衛生用品を確保

　施設従事者の感染リスクを回避するためマスク用インターフレー
ムの購入　1,150,886円
　クラスター発生施設の感染リスク回避するためマスク用フェイス
シールド購入　125,400円
　施設従事者の感染リスクを回避するためマスク用フェイスシール
ド購入 661,430円
　施設従事者の感染リスクを回避するためガウン、キャップ購入
2,422,948円

24,763,000 4,360,664 R3.6.1 R4.3.31

・マスク用のインナーフレームは内障害者支援施設26施設に対し、配布
し感染対策防止となった。
・フェイスシールドやアイソレーション等は施設等のクラスターを想定して
備蓄を行った。実際、Ｒ3年度中に数施設でクラスターが発生し、施設従
事者の感染防止となった。

52 産業振興課
ジャパンジュエリーフェア2021開催支援事

業費補助金

　ポストコロナ社会において、本県のジュエリー業界のシェア
拡大を図るため、新型コロナウイルス感染拡大の影響により
縮小した市場の拡大・新規需要の創出を支援

ジャパンジュエリーフェア2021に対し運営費の一部を助成　3,688千
円（補助率1/2）
・商談等スペース設営経費
・ジュエリー産地ＰＲ経費
・新型コロナウイルス感染症対策に要する経費

7,376,000 3,688,000 R3.8.10 R4.2.28

・コロナの影響から、業況回復に不可欠なビジネスの場である展示会の
規模縮小が深刻化する中、国内有数の宝飾品展示会「ジャパンジュエ
リーフェア2021」の山梨開催を支援することにより、想定以上の規模（来
場者数：目標の120％）を達成し、県内事業者の販路拡大の後押しと産
地の認知拡大を図ることができた。
・展示会会場を活用した地場産品フェアや観光プロモーション等を官民
連携で企画し、地域経済への波及効果を高めることができた。

54 労政雇用課
新型コロナウイルスワクチン副反応休業助

成金（補正分）

　新型コロナウイルスワクチンの接種を促進し、県内における
感染拡大を防止するため、ワクチンの副反応と思われる症状
により休業を余儀なくされ、給与や事業所得、公的な給付金
等が支給されない者に対し、休業した日に応じ定額を助成す
る。

休業助成金　7,352千円
助成金支給事務委託　3,604千円
支給人数：1,666人
（No.55新型コロナウイルスワクチン副反応休業助成金（予備費分）
との合計）

10,955,320 10,955,320 R3.5.13 R4.3.31
1,666人に助成金を支給したことにより、新型コロナウイルスワクチンの
副反応と思われる症状による休業への心理的・経済的負担の軽減が図
れた。

55 労政雇用課
新型コロナウイルスワクチン副反応休業助

成金（予備費分）

　新型コロナウイルスワクチンの接種を促進し、県内における
感染拡大を防止するため、ワクチンの副反応と思われる症状
により休業を余儀なくされ、給与や事業所得、公的な給付金
等が支給されない者に対し、休業した日に応じ定額を助成す
る。

休業助成金　10,400千円
助成金支給事務委託　2,800千円
支給人数：1,666人
（No.54新型コロナウイルスワクチン副反応休業助成金（補正分）と
の合計）

13,200,000 13,200,000 R3.5.13 R4.3.31
1,666人に助成金を支給したことにより、新型コロナウイルスワクチンの
副反応と思われる症状による休業への心理的・経済的負担の軽減が図
れた。

56 販売・輸出支援課 富士の介ＰＲ事業
　長引く新型コロナウイルスの影響により、飲食店等からの需
要が著しく減少した本県のブランド魚である「富士の介」のＰＲ
を行い、水産関係者への支援を行う

水産業に係る国内最大の国際見本市であるジャパン・インターナ
ショナル・シーフードショーへの出展に要する経費
ジャパン・インターナショナル・シーフードショーへの出展委託料
1,200,100円

1,200,100 1,200,100 R3.9.15 R3.12.10
卸売業者2社が本県ブースに出展し、ブース来場者2,000人、水産関係
バイヤーとの商談280件及び試食会が実施され、一部商談が成立し現
在も取引が継続している

57 農業技術課 データ農業推進事業費

　コロナ禍における県内農家の収益力向上に繋げるため、生
育状況・環境や栽培技術をデータ解析により可視化し、高品
質、多収技術の開発・普及を行う

イ　シャインマスカット（施設栽培）
果樹試験場2箇所、ハウス農家3箇所にて葉面積指数、土壌
環境等の測定器により集積したデータを解析し、炭酸ガス発
生装置等の環境制御技術により育成をコントロールし、高品
質・多収技術を確立
ロ　きゅうり（施設栽培）
県総合農業技術センターに採光性が高い高軒高ハウスを整
備し、溶液栽培による管理技術とＣＯ２発生装置やヒートポン
プ等の環境制御技術により育成をコントロールし、高品質・多
収技術を確立
ハ・ニ　シャインマスカット・なす（露地栽培）
篤農家と一般農家3箇所に気象観測装置、観測カメラ、葉面
積指数、非破壊糖度計等の測定器により集積したデータを解
析し、篤農家の管理技術を見える化

イ　シャインマスカット（施設栽培）
　環境制御に係る装備設置費　13,843,500円、タブレット・パソコン
309,320円、タブレット等通信費　132,000円、、葉面指数測定器一
式　8,195,000円、葉緑素計　286,000円、土壌環境測定器一式
3,476,000円
ロ　きゅうり（施設栽培）
  高度環境制御装置付き高軒高ハウス　75,900,000円、施工監理
3,025,000円
ハ・ニ　シャインマスカット・なす（露地栽培）
  農家報酬　7戸 336,000円、データ解析システム開発委託費
8,800,000円、気象観測装置機器　2,034,450円、観測カメラ一式
615,340円、非破壊糖度計　1,444,300円

118,396,910 118,396,910 R3.7.9 R4.3.31

　果樹試験場や総合農業技術センター等に環境制御装置等の施設整
備や備品購入等を行い、またデータ解析システム開発を委託する事業
者を一般競争入札にて契約したことで、高品質・多収技術の開発・普及
を行うための試験や調査を開始することができた。

58 子育て政策課 教育支援体制整備事業費交付金
（幼稚園の感染症対策支援）
　幼稚園が事業を継続的に提供できるよう、感染症に対する
強い体制を整えるため必要な経費を補助

イ　施設が感染防止用のために購入した衛生用品等の購入費へ
の補助
ロ　職員が感染症対策の徹底を図りながら保育を継続的に実施し
ていくために必要な経費への補助
施設に対する補助金　14,590千円（国:1/2 7,295千円、県:1/2 7,295
千円）

1,459,000 7,295,000 R3.4.1 R4.3.1
36施設に対して補助金を交付し、保育所等の継続的な運営につながっ
た。

53 産業振興課
GI「山梨」日本酒・ワインプロモーション事

業費

　コロナ禍で売り上げが減少している酒類の消費回復のた
め、県産日本酒の地理的表示（ＧＩ）「山梨」の指定を契機とす
る国内外に向けたプロモーションを実施

・国内プロモーション事業費　9,731千円（委託料）
・海外プロモーション事業費　1,113千円（委託料）
・割引キャンペーン実施、広告配信、パンフレット・ポスター作成等
10,022千円（委託料）

20,866,160 20,866,160 R3.7.14 R4.3.31

新型コロナウイルス感染症拡大を受け県産ワイン・日本酒の消費が落
ち込む中、国の地理的表示（GI）において日本酒でGI「山梨」が指定され
たことを契機に、先に指定を受けたワインとあわせて、国内外に向けた
プロモーションのため以下の事業を実施。
①県内ショッピングモールにおいて試飲を通じ直接消費者にＰＲし、県
産日本酒について約１１０万円（通常の平日の３倍、土日の８倍の売上
げ）の売上げにつながった。
②県内宿泊・観光事業者が、消費者向けにＧＩ「山梨」のＰＲポイントを説
明できるよう研修会を開催。関係者約１２０名が参加し、GI「山梨」の認
知度向上につながった。
③ＧＩ「山梨」日本酒の高付加価値化を目指して、首都圏ホテル関係者
向けの試飲・展示会、県内酒蔵等視察会を開催。海外富裕層も多く訪
れるラグジュアリーホテルや国内有数の卸売業者、各種メディア媒体の
関係者など７３名に対してPRを実施。あわせて、その参加者のうち希望
した１７名を県内へ招へいし、酒蔵見学や試飲会のツアーを実施。GI「山
梨」のテロワール理解へつなげた。
④テロワールの体感を通じ理解を深めてもらうことで、質の高いメディア
露出を目指すため、首都圏等のメディア１２社に県産ワイン、日本酒の
製造現場等を紹介。web記事、雑誌記事１１件掲載につながった。
⑤県内でのジャパンジュエリーフェア２０２１開催にあわせて、海外バイ
ヤー（在日含む）に対し県産ワイン・日本酒の販売を行うため、試飲販売
会を実施。ワイナリー３社、山梨県酒造協同組合が参加し、３日間で２０
万円程度の売上げにつながった。
⑥ＧＩ「山梨」の指定を記念して、ECサイトからの商品送料無料キャン
ペーンを実施。
⑦ＧＩ「山梨」の認知度向上を目指し、「ワイン」「日本酒」等に関心のある
消費者に対し、インターネット、ＳＮＳ等において本県のワイン、日本酒
の広告を配信。ＧＩ「山梨」ＰＲ用のＨＰへのアクセス数は約１５万ＰＶ。ま
た当該ＨＰから産地組合のＥＣサイトへの誘導を図ることができた。
⑧ＧＩ「山梨」のPR用パンフレット（日・英・中５，０００部）・ポスター２００枚
を作成。ポスターは県内の宿泊施設や飲食店に掲示しPRするとともに、
ＧＩ「山梨」のＰＲイベント等で使用。パンフレットも上記①～⑤等のイベン
トにおいて配布しPRにつなげた。



59 県民生活総務課
まん延防止等重点措置等対象区域への通
勤・通学者に対する新型コロナウイルス感

染症検査費用支援事業費補助金

　新型コロナウイルス感染が拡大する中、首都圏1都3県への
通勤・通学者やその家族の不安の解消と、感染が拡大してい
る地域との往来から県内への感染拡大を防止するための水
際対策を図る

市町村が実施する新型コロナウイルス感染症検査費用補助に対し
助成
・5市町　16名　83,100円

83,100 83,100 R3.4.12 R4.3.31
5市町(延べ16人)に対して補助金を交付したことによって、新型コロナウ
イルス感染症の感染が拡大する中、本県から1都3県に通勤・通学する
者の不安解消と感染症拡大防止につなげることができた。

60 私学・科学振興課
私立学校修学旅行感染予防対策等事業

費補助金
　修学旅行の安心・安心な実施に向け、私立学校が行う新型
コロナウイルス感染症対策等に対し助成

令和３年度中に実施する修学旅行において、感染症対策に必要と
なる経費について助成
・バスの増便に伴うバス借上料の追加経費　2学校法人　993千円
・宿泊施設の部屋数増加に伴う追加経費　4学校法人　2,385千円
・修学旅行が中止となった場合のキャンセル料　5学校法人　4,042
千円

7,420,000 7,420,000 R3.4.1 R4.3.31
7学校法人に対して補助金を交付し、感染症防止対策を講じたことに
よって、安全安心な修学旅行の実施等につながった。

61
グリーン・ゾーン
推進グループ

やまなしグリーン・ゾーン認証制度運営事
業費（補正分）

　県内の事業者が感染症に強い事業環境を整備し維持でき
るよう、「やまなしグリーン・ゾーン構想認証制度」の普及啓発
や取得促進に向けた取り組み

認証制度を広く周知するためのＰＲ及び申請受付、現地調査、報
告書作成等の認証制度事務委託費　30,500千円
専用ホームページ改修費　8,250千円（委託料）

38,750,000 38,750,000 R3.4.1 R4.3.31
6,741件（R4.7.8現在）の事業者がグリーン・ゾーン認証を取得しており、
新型コロナウイルス感染症の拡大防止に一定の効果があった。

62 教育企画室 県立学校ＩＣＴ教育環境整備事業費
　コロナ禍における学習機会を確保するため、県立学校の児
童・生徒が安全・安心に学習用端末を利用し勉学に取り組む
ことが出来るICT教育環境を整備

　学習用端末管理システムの運用保守に要する経費システム運用
等
（問合せ対応、システム稼働監視、システム運用、インシデント管
理、サービス利用料、回線利用料）　18,980,500円

18,980,500 18,980,500 R3.9.1 R4.3.31
クラウドを活用した端末管理システムの運用・保守を委託したことによっ
て、児童・生徒が端末を安全・安心に利用できるようになり、情報活用能
力の向上につながった。

63 高校教育課 県立学校修学旅行感染防止対策事業費
　修学旅行における児童生徒の新型コロナウイルス感染症へ
の感染リスクを低減するため、旅行時の安全・衛生対策を支
援

修学旅行を実施した県立高校全日制24校にバスの増便費用、宿
泊増室費用を併せて55,178,951円、定時制1校に看護師帯同費用
80,000円を支援した。また、修学旅行を中止した全日制3校、定時
制1校にキャンセル料（旅行企画料を含む）1,281,203円を支援し
た。

56,540,154 56,540,154 R3.11.7 R4.3.31

新型コロナウイルス感染予防のためのバス乗車時の密集や宿泊時の
密集を防止することができ（定時制は看護師が帯同し）、安心・安全な修
学旅行を実施することができた。また、新型コロナウイルス感染拡大に
伴い、やむを得ず修学旅行を中止した学校へのキャンセル料や旅行企
画料の支援を行い、保護者の経済的負担軽減を図ることができた。

64
高校改革・

特別支援教育課
特別支援学校修学旅行キャンセル料支援

事業費
　県立特別支援学校の修学旅行を新型コロナウイルス感染
拡大防止のため中止した場合のキャンセル料を支援

・ろう学校（中学部）17,421円・・・旅行企画料
・甲府支援学校（中学部）23,600円・・・旅行企画料
・ふじざくら支援学校（高等部）273,128円・・・キャンセル料
・かえで支援学校（小学部）90,168円・・・キャンセル料

404,317 404,317 R3.4.1 R4.3.31

修学旅行を予定した１０校２３団体のうち２０団体が実施し、３団体が中
止した。このうち、４校４団体でキャンセル料等（変更等に伴う旅行企画
料２団体、中止に伴うキャンセル料２団体）が発生し、本事業により
404,317円を支援したことによって、保護者の経済的負担の軽減を図れ
た。

防災危機管理課 561,000 R3.7.5 R4.3.31
災害時の避難所運営に備え、換気扇や空気清浄機等の感染防止に必
要な機器に電源を確保することができた。

環境･エネルギー
政策課

561,000 R3.7.6 R3.8.12
災害時の避難所運営に備え、換気扇や空気清浄機等の感染防止に必
要な機器に電源を確保することができた。

66 観光振興課
やまなしグリーン・ゾーン認証施設変異株

対策強化事業費補助金
　変異株対策強化のため、事業者が行う新たなやまなしグ
リーン・ゾーン認証基準に対応した機器等への支援

事業者が行う変異株対策強化のための機器購入等に支援金を支
給　30万円支援：4,052件　783,911,000円、60万円支援：409件
202,536,000円、手数料3,581,710円、事務費253,833,920円

1,243,862,630 1,243,862,630 R3.5.11 R4.3.31
4,461店舗・施設に対して、変異株対策強化のための新たな認証基準に
対応した機器整備等に要する経費を支援し、店舗・施設の感染対策が
図れた。

67 観光振興課
やまなしグリーン・ゾーン認証宿泊施設変

異株対策強化事業費補助金

　変異株対策強化のため、宿泊施設が行う新たなやまなしグ
リーン・ゾーン認証基準に対応した感染症対策及び施設や
サービスの品質向上のための取り組みを支援

認証宿泊施設が行う感染症対策やポストコロナを見据えた新たな
需要に対応するための取り組みに対して助成（パーティション、二
酸化炭素濃度測定器、ＨＥＰＡフィルタ搭載の空気清浄機、消毒
液）　77件　19,003千円（補助率3/4）

19,002,986 19,002,986 R3.8.25 R4.3.31
77施設に対して、変異株対策強化のための新たな認証基準に対応した
機器整備等に要する経費を支援し、宿泊施設の感染対策が図れた。

68 観光振興課 インバウンドゴルフツーリズム推進事業
　アフターコロナにおけるインバウンド観光再開、観光消費額
の増大を図るため、高付加価値旅行の代名詞であるゴルフ
ツーリズムを推進する

宮崎県にて開催されるアジアゴルフツーリズムコンベンション後の
国内視察プレー及びサプライヤーや観光事業者との商談会の開
催に要する経費　事業中止に伴い執行額6,050円

6,050 6,050 R3.7.1 R3.10.15
アフターコロナにおけるインバウンド観光再開を見据え、事業実施に向
け取り組みを進めたが、新型コロナウイルス感染拡大により、中止と
なった（経費は協議会の公印購入に要したもの）

69 世界遺産富士山課
富士スバルライン一合目下駐車場での検

温等実施事業
　富士山開山中における感染防止対策として、富士スバルラ
イン一合目下駐車場において検温等を実施

検温等実施に要する経費　誘導員・検温員人件費　5,399千円、案
内看板作成・設置、撤去　693千円、体温計・手袋等消耗品　108千
円

10,940,051 6,199,635 R3.4.1 R3.9.30

富士スバルラインのマイカー規制期間外における、マイカー等で五合目
へ向かう来訪者に対し検温、体調確認を行う為の、実施業務委託及び
案内看板作成、設置撤去費、非接触型体温計等を購入。
30日間の実施期間において、計12,276台、26,325人に対して検温及び
体調確認を実施した。
大きな混乱を招くことなく検温等を実施することができた。

70 観光文化政策課
宿泊施設ワクチン職域接種促進支援事業

費補助金

　宿泊施設の感染リスク低減と付加価値向上のため、外部か
らの受け入れ枠を設定して職域接種を行う旅行組合に対し補
助

各接種会場での受入調整に要する事務局経費3,300千円 3,300,000 3,300,000 R3.7.7 R3.11.8

ワクチンの供給遅延により職域接種は不実施となったものの、1,764施
設に接種希望調査を実施し、延べ5,916名の施設従事者に対し、県大規
模接種センターや山梨大学での接種受け入れ調整を実施したことによ
り、施設従事者の感染リスク低減に寄与した。

71 観光振興課
やまなし教育旅行誘致推進事業費補助金

（令和３年度）

　コロナウイルス感染症の影響で教育旅行の行き先を変更す
る動きがある中で、安全な旅行先としての受入環境が整って
いる本県の優位性を活かし、教育旅行を促進するため教育旅
行を取り扱う旅行業者に対し助成

本県への教育旅行を促進するため、教育旅行を企画実施する旅
行会社へインセンティブを設定
　助成金　32，544千円（１人泊あたり　3,000円✕10,848名）
　事務費　5，280千円

37,824,000 37,824,000 R3.7.20 R4.3.31
前年は他の行き先であった教育旅行の誘致が促進し、全体では10,848
名の誘致に繋がった。

72 スポーツ振興課
国民体育大会冬季大会参加におけるPCR

検査費

　国民体育大会冬季大会の参加条件として義務づけられる予
定のＰＣＲ検査の経費を負担することにより、県を代表して出
場する選手や監督等の負担を軽減し、大会に参加しやすい
環境を整備する

県の代表として派遣する監督・選手・役員等のＰＣＲ検査に係る経
費

【スケート競技】
・本部役員分 PCR検査料：40,800円　切手代：5,760円
・競技団体（スピードスケート分）　PCR検査料：125,300円　切手代：
15,480円
・競技団体（ショートスケート分）　PCR検査料：58,100円　切手代：
8,640円
【スキー競技】
・本部役員分　PCR検査料：30,400円　切手代：4,320円
・競技団体分　PCR検査料：122,900円　切手代：21,600円

618,120 433,300 R3.12.23 R4.3.31
栃木県入県時、山梨県帰県時のPCR検査の経費を負担することによ
り、監督・選手等の負担を軽減し、安心・安全な状況で大会参加すること
ができた。

73
新型コロナウイルス

対策グループ
（衛生薬務課）

宿泊療養施設を活用した軽症者受入等事
業費（当初分）

　軽症者等が入所する宿泊療養施設における現地運営スタッ
フの環境を整備し、安定した運営を図る
　宿泊療養施設現地運営スタッフの食事経費（新型コロナウ
イルス感染症緊急包括支援交付金対象外経費）

①現地運営スタッフ食事代（上限1,500円/1食）
・若神桜1,337,120円・東横イン甲府南口Ⅰ6,045,098円・東横イン富
士河口湖大橋6,196,778円・ルートイン山梨中央1,489,754円・ホテ
ル内藤甲府昭和1,564,969円・ドーミーイン甲府丸の内1,452,230円・
甲斐リゾートホテル1,371,427円・クラウンヒルズ甲府1,392,902円
②QOL向上のためのパソコン3台・Wi-fi3台リース料
・85,932円×9ヶ月＝773,388円

21,623,666 21,623,666 R3.4.1 R4.3.31

①宿泊療養施設で働く現地スタッフは、最低限の人数で交代しながら24
時間の施設管理体制を整えている。現地スタッフへの食事の提供は宿
泊療養体制の確保に必要な経費で、スタッフの確保及び宿泊療養施設
の運営に貢献。
②入所者が安心して療養に専念できる環境作りに貢献した。

74
新型コロナウイルス

対策グループ
ワクチン大規模接種センター設置事業費

やまなしグリーン･ゾーン認証施設の宿泊業及び飲食店業の
従業員等に向け、ワクチン接種の対象者であること、接種に
前向きになってもらうことを目的に新聞広告にて周知する。

ワクチン大規模接種センターに係る新聞記事の掲載費（役務費）
2,607千円

2,607,000 2,607,000 R3.8.1 R3.8.31
ワクチン大規模接種センターについて広報することにより多数の接種希
望者の来場を促進し、接種率の向上を図った。

77
新型コロナウイルス

対策グループ
（医務課）

宿泊療養施設を活用いた軽症者受入等事
業費（補正分）

　新型コロナウイルス感染症の患者急増に伴い、重傷化した
患者に対して適切な医療が提供できるよう、宿泊療養施設に
おける受入体制等を整備する
　臨時医療施設の運営費（医療スタッフ等経費、医薬品・消耗
品等経費、備品経費、医療用機器等賃貸借経費、廃棄物処
分経費）

臨時医療施設の運営費　654,080千円　－　包括支援交付金
451,615千円　＝　202,465千円
（包括支援交付金を超える分について充当する）

654,079,575 202,464,707 R3.8.14 R4.3.31
新型コロナウイルス感染症の患者が増加する中、宿泊療養施設におい
て療養者に適切な医療が提供できるよう、受入体制を整備した。

79 交通政策課 自動車運転代行業支援事業費
　コロナ禍により厳しい経営の続く代行事業者を支援。グリー
ン・ゾーン認証施設の利用者が安心して帰宅できるよう感染
症対策を行った代行事業者の支援。

代行事業者の感染症対策を促進し確実な感染症対策を施した上
での運行を支援
　参加事業者・台数　90事業所・約300台
　支援金　50,966千円（＠500円×約102千回運行）
　運営委託費　7,060千円

58,026,650 58,026,650 R3.11.25 R4.3.6

・感染症対策の促進、向上が図られた。
・第５波の影響を受け、コロナ禍前と比較し、運転代行の事業規模（随伴
用自動車ベース）は減少していたが、回復傾向にある。
・また、廃業の報告はなく、事業者数は増加傾向

80 障害福祉課
新型コロナウイルス感染症対策障害者施

設等支援事業費
　クラスターが発生した障害者施設において、レッドゾーン内
の障害者の状況をリアルタイムに共有できる体制を整備する

リアルタイムに情報共有するためＤＭＡＴ看護師が装着するウェア
ラブルカメラの購入費　1,517千円

1,516,900 1,516,900 R3.6.17 R4.3.31

クラスターが発生した施設のレッドゾーン内の状況がリアルタイムで
DMAT、DPAT、応援派遣職員に共有することが可能となり、より適確な
指示を出せるようになったことで、個々の障害特性に応じた支援を感染
状況下でも提供することが可能となった。

81 健康増進課
就職氷河期世代ひきこもり対策推進事業

費

　新型コロナウイルス等の影響によりひきこもり状態にある者
の多様な社会参加に繋げるため、社会とのつながり・接点の
充実を図る
　ひきこもり状態にある者は、インターネット等を通じて社会と
の接点があることから、これらを活用し社会とのつながりを強
化する

LINE相談業務（委託料）、Web公告による情報発信（委託料）
761,475円

3,045,900 761,475 R3.4.1 R4.3.31

LINE相談には、実１１件の相談があり、LINE相談から家族会や民間団
体の居場所につながったケース複数あった。
Web広告については、6,2668,399回表示され、クリック数は10,853回で
あった。コロナの第６波が本格化した年明け以降は、クリック数が増加し
た。

83 産業政策課 山梨県休業要請協力金支給事業費
　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、特措法に基づく
休業の協力要請に応じた事業者（グリーン･ゾーン認証施設）
に対して協力金を支給

協力要請推進枠を活用した協力金の支払いにおける地方負担分
及び事務費
イ　協力金
　1,125,951,000円（上乗せ分除く）のうち地方負担分2割
225,190,200円＋上乗せ分146,003,000円＝371,193,200円
ロ　協力金支払い事務に係る事務費
 72,912,117円

1,367,385,137 444,105,317 R3.8.14 R4.3.31
特措法に基づく休業の協力要請に応じた事業者4,461件に協力金を交
付し、県の要請に協力したことに伴う経営への影響の軽減が図れた。

84 産業政策課
まん延防止等重点措置に伴う飲食店等へ

の休業等要請協力金支給事業費

　本県へのまん延防止等重点措置の適用を受け、特措法に
基づく休業等の協力要請に応じた事業者に対して協力金を支
給

協力要請推進枠を活用した協力金の支払いにおける地方負担分
及び事務費
イ　協力金
　3,846,076,000円のうち地方負担分2割　769,215,200円
ロ　協力金支払事務に係る事務費
　33,553,260円

3,956,550,780 802,768,460 R3.8.20 R4.3.31
特措法に基づく休業等の協力要請に応じた事業者5,181件に協力金を
交付し、県の要請に協力したことに伴う経営への影響の軽減が図れた。

85 産業政策課
大規模施設等時短要請協力金支給事業

費

　本県へのまん延防止等重点措置の適用を受け、特措法に
基づく時短営業要請に応じた大規模施設運営事業者等に対
して協力金を支給

協力金の支払いにおける地方負担分及び事務費
イ　時短営業要請協力金　大規模施設等への協力金の支給額
87,135,476円のうち、地方負担分4割の34,854,191円
ロ　協力金支払事務に係る事務費　18,833,785円

105,969,261 53,687,976 R3.9.17 R4.3.29
時短要請等に協力いただいた大規模施設等の事業者へ協力金を交付
することで、当受給事業者の経済的な負担軽減が図れた。

86 産業政策課
月次支援金等申請サポート体制強化事業

費補助金
　中小・小規模事業者の事業継続を支援するため、商工団体
が行う月次支援金の相談・手続き支援の取組に対し助成

イ　事務費（PCリース料、印刷製本費、通信運搬費、消耗品等）
4,492千円
ロ　人件費（中小企業診断士等）　　2,366千円

6,857,584 6,857,584 R3.9.1 R3.11.30
国の「月次支援金」について、県内中小・小規模企業者等から申請手続
きに関する相談を延べ1,728件受け付け、速やかな給付金の申請及び
受給の実現によって、当該事業者の事業継続につながった。

87 産業政策課
まん延防止等重点措置対応酒類販売事業

者支援金
　まん延防止等重点措置期間における酒類提供停止の影響
を軽減するため、酒類販売事業者等に対し支援金を支給

協力要請推進枠を活用した協力金の支払いにおける地方負担分
令和元年または令和２年の８月または９月の売上から、令和３年
の対象月の売上と国の月次支援金の給付額を控除した額
  支給総額31,919千円のうち地方負担分2割　6,384千円

6,383,700 6,383,700 R3.9.1 R3.11.30
まん延防止等重点措置期間において酒類提供停止の影響を受けた酒
類販売事業者等112者に対して支援金を支給し、経営への影響の軽減
が図れた。

89 観光振興課 観光施設多言語情報掲載支援事業費

　外国人観光客の受入再開を見据え、ＤＸを活用した利便性
向上と県内周遊を促進するための取り組みを行う
　観光施設や飲食店等が、自らの情報を正確かつ迅速に多
言語で発信できるようにするため、70以上の言語に対応した
「Googleマイビジネス」への掲載を支援

委託料（27,885千円）　登録代行費2,000施設×10千円＝20,000千
円　マニュアル作成250千円　セミナー開催費550千円　その他経
費　7,085千円　プロポーザル提案により減△143千円

27,742,000 27,742,000 R3.11.25 R4.3.31
2007施設に対し、「Googleビジネスプロフィール」への登録支援を行い、
新型コロナウイルス感染拡大により低迷したインバウンド観光の復活へ
の備えが図れた。

91 産業振興課 信用保証料助成事業費
　個人事業者や中小企業者の資金繰りの円滑化と負担の軽
減を図るため、信用保証料の軽減に対し助成する

制度融資を利用した中小企業者に対する信用保証料の軽減に対
して助成
イ　不況業種対策関係（セーフティネット保証5号）
　　 47件　11,473,210円
ロ　経済危機関係（セーフティネット保証4号）
　　108件　27,654,135円
ハ　経済危機関係（危機関連保証）
　　146件　29,293,389円

111,755,351 68,420,734 R3.4.1 R4.3.31
3つの融資に対して、延べ301件、68百万円余りの信用保証料助成を行
い、個人事業主や中小企業者の資金繰りを支援し、経営の安定化につ
なげた。

65 外部給電器購入
　避難所での換気扇や空気清浄機等の感染症対策のため増
加している電力需要に対応するため、外部給電器を整備し３
密の防止を図る

外部給電器購入に要する経費　1,202千円 1,122,000



93 産業振興課 ワクチン接種促進強化事業費

　感染拡大を抑制するため、感染割合の高い若年層に対する
接種促進の取り組みを行う
　11月末までに2回接種を完了した18歳から39歳までの県内
在住者を対象に抽選で県産品や食事券等を贈呈

委託料27,280千円（賞品代、PR経費、事務費等） 27,280,000 27,280,000 R3.10.8 R4.3.15

「やまなしワクチンで当たる！キャンペーン」として事業実施。キャンペー
ン実施期間中に11,261名からの応募があり、抽選で1,550名に賞品を贈
呈した。
ワクチンの接種を受けるきっかけとなったとの反響もあり、インセンティブ
として若年層のワクチン接種につながった。

94 健康増進課
ワクチン未接種者歯科健診受診促進事業

費

　口腔衛生管理により感染リスクの低減及びワクチンの接種
促進を図る
　ワクチン未接種者を対象とした無料の歯科健診及びワクチ
ン接種促進のための意識調査等を実施

ワクチン未接種者を対象とした歯科健診の周知・実施、ワクチン未
接種者への意識調査・受診勧奨（委託料）　4,396千円

4,395,204 4,395,204 R3.10.18 R4.2.28
ワクチン未接種者１２４名に歯科健診・口腔衛生管理を実施し感染リス
クの低減につなげた他、ワクチンに対する意識調査等を実施すること
で、ワクチン接種勧奨の対策を講じることができた。

96
男女共同参画・共生

社会推進統括官
DV被害者支援体制強化事業費

　コロナ禍において増加しているＤＶ被害者への支援を強化
するための取り組みを行う
イ　無料法律相談実施事業費
　配偶者暴力相談支援センターにおいてＤＶ相談実績のある
者に対し弁護士による無料相談を実施（県弁護士会への委
託）
ロ　法的サービス費用支援事業費補助金
　配偶者からの暴力被害の解決に向けて婚姻関係の解消に
必要な調停・訴訟等を支援するため、被害者が負担する弁護
士費用に対し助成

イ　委託料　22,000円×7回＝154,000円
　　　　　　　 27,500円×5回＝137,500円
　　　　　　　　　　　　　　　計　291,500円
ロ　調停離婚　1 名66,000円(着手金の1/2補助）
　
　　　　　　　　イ・ロ合計　357,500円

572,000 357,500
イ　R3.11.15
ロ　R3.12.1

R4.3.31

配偶者からの暴力被害の解決のため、専門的知識を持つ弁護士による
12回の無料法律相談、婚姻関係の解消に必要な調停・訴訟等を支援す
るための弁護士費用5件の助成により、コロナ禍において増加するDV被
害者の心身及び経済的負担の軽減に繋がった

97 障害福祉課
障害者就労支援施設工賃向上推進事業

費
　障害者の工賃向上を図るため、就労継続支援事業所の経
営改善や企業とのマッチングを支援する取り組みを行う

イ　事業者向け研修及びアドバイザー派遣（2,378,750円）
　専門的な知識を有する障害福祉経営コンサルタントによる研修や
個別相談を実施（委託料）
ロ　事業所と県内企業とのマッチング推進（2,970,000円）
　実態調査の実施及びマッチング戦略の作成（委託料）

5,348,750 5,348,750 R3.10.15 R4.3.25

事業所向け工賃向上研修には40事業所が参加し、アドバイザー派遣は
9事業所が利用したことにより、各事業所における工賃向上への取り組
みが推進された。
また、実態調査を行い、事業所と企業の連携に取り組むための課題や
ニーズを把握・分析し、双方が「WIN-WIN」の関係を構築して持続的に発
展するための施策を「山梨県産福連携推進戦略（素案）」として取りまと
めた。

98 健康長寿推進課 男性介護者応援プロジェクト事業費

　コロナ禍において社会とのつながりが希薄になっている男
性介護者の孤立を防止するための取り組みを行う
　男性介護者特有の問題を共有し、支援の在り方を考えると
ともに、悩みを共有する機会となるよう、「男性介護者と支援
者の集い」を開催

委託料500,500円 500,500 500,500 R3.12.1 R4.3.31

介護支援専門員及び男性介護者への実態調査を行い、取りまとめた報
告書を作成し、地域包括支援センターや介護支援専門員等に配付し
た。また、新聞に記事が掲載された。
　男性介護者の実態を知り、介護者の状況を理解してもらう機会となり、
コロナ禍でさらに社会とのつながりが希薄になっている男性介護者が身
の回りの人や地域社会とつながるきっかけとなった。

99 高校教育課
県立学校スクールカウンセラー訪問相談強

化事業費
　新型コロナウイルス感染症の影響により不安を抱える児童
生徒の心のケアを図るため、訪問相談体制を強化

要請回数78回
実施時間218.25時間×5,000円＝1,091,250円
費用弁償（旅費）　　　　　　　　　＝    76,806円
総額               　　　　　　　　　＝1,168,056円

1,168,056円 1,168,056 R3.10.1 R4.3.31
国庫補助事業によるスクールカウンセラーの要請が、11月末で予定回
数を終了したため、12月より本事業に切り替えて実施した。訪問相談体
制を強化することで、児童生徒の心のケアを図れた。

100
外国人活躍推進

グループ
外国人向け新型コロナウイルス感染症情

報発信等強化事業費
　コロナ禍で生活全般に不安を抱える在留外国人を支援する
ため、情報発信の強化等を行う

イ　新型コロナ関係多言語ポータルサイトの構築（264千円）
ロ　外国人向け広報・情報発信の強化（3,869千円）
ハ　アウトリーチ型出張相談会の開催（939円）

5,072,089 5,072,089 R3.11.1 R4.3.31

(1) 新型コロナ関係多言語ポータルサイトの構築
実績：山梨県国際交流協会HP内に特設サイトを構築するとともに、関連
情報を随時発信するためのメールアドレス登録フォームを設置
登録フォームへの登録者数　334人、情報発信回数　68回
(2) 在住外国人向け広報・情報発信の強化
実績：訪問箇所（会社、学校、飲食店、宗教施設等）125か所、資料等配
布枚数　10,200枚
(3) 在住外国人世帯へのチラシ郵送
実績：郵送世帯数　8,779世帯
(4) アウトリーチ型出張相談会開催
実績：開催回数　12回（甲府市、中央市、甲斐市、上野原市、富士吉田
市、北杜市）、参加人数　15人
(1)の開設を始点として、(2)と(3)によりサイトや各種支援策の情報、やま
なし外国人相談センターの案内を行った結果、登録フォームへの登録者
数が増えるのに合わせて、新型コロナワクチン接種の情報や支援策の
情報発信を多言語で頻繁に実施することで、外国人への情報伝達やワ
クチン接種数の増へ寄与するとともに、外国人相談センターへの相談件
数が前年比で最大3倍にまで増えるなど、相乗効果としてセンターの周
知及び相談先としての認知が進み、多くの外国人の困りごとの解決が
図られた。

101 労政雇用課 在籍型出向促進事業費

　コロナ禍において在籍型出向の促進により雇用維持を図る
ため、在籍型出向の必要性や制度、出向事例の紹介等を内
容とする企業向けセミナーを開催するとともに、社会保険労務
士の訪問相談による支援体制を整備する。

在籍型出向制度を周知するとともに、導入促進に向けたプッシュ型
の支援を実施
イ 企業向けセミナーの開催（１回） （497千円）
ロ 社会保険労務士による企業への訪問相談（0千円）
　　（報酬10,000円＋旅費1,200円）×0件×2回×1.1

497,398 497,398 R3.10.18 R3.12.23

労働局や経済団体の協力により在籍型出向の仕組みを紹介するチラシ
を企業に配布するとともに、令和3年11月26日に企業向けセミナーを開
催し、11社の参加を得た。しかし、雇用調整助成金特例措置の延長が
決定されたこともあり、社会保険労務士の訪問相談に繋げることはでき
なかった。

102 医務課
看護師等養成所実習機会確保事業費補

助金
　医療機関における感染リスクを低減しつつ学生の実習機会
の確保を図る

ＰＣＲ検査等費用（4校）　1,063千円 1,063,000 1,063,000 R3.4.1 R4.3.31
4校の学生の、医療機関等での実習の際に、事前にPCR検査等を実施
することにより、安全安心に実習を行うことが可能となった。

103 成長産業推進課
やまなし中小企業事業再構築サポート事

業費（補正分）

　新型コロナウイルスがもたらした経済社会の変容に対応す
るため、新事業分野への進出や業態転換等に取り組む意欲
のある中小企業者を支援

中小企業が抱える事業再構築等の課題に対し、商工団体等が連
携して伴走支援を行うとともに、専門家を派遣し重点的かつ集中的
な支援を実施　6,011千円

6,011,341 6,011,341 R3.10.19 R4.3.31
専門家派遣については、当初及び補正分の合計で102社・620回実施。
県内中小企業の新事業分野への進出や業態転換等への取組を支援す
ることができた。

105 観光振興課 多言語自動観光案内推進事業費
　外国人観光客の受入再開を見据え、ＤＸを活用した利便性
向上と県内周遊を促進するための取り組みを行う

「富士の国やまなし観光ネット」に、多言語自動観光案内機能
(チャットボット)を導入（14,168千円）　プロポーザル提案により減△
95千円

14,073,400 14,073,400 R3.12.13 R4.3.31
「富士の国やまなし観光ネット」に多言語自動観光案内機能（チャット
ボット）を導入し、新型コロナウイルス感染拡大により低迷したインバウ
ンド観光の復活への備えが図れた。

106 産業政策課
グリーン・ゾーン認証飲食店等利用促進事

業費
　まん延防止等重点措置等の影響に伴い利用が減少してい
る飲食店等の消費回復を図るための取り組みを実施

グリーン・ゾーン認証飲食店等の利用者に対し、利用額の20％相
当のポイントを還元
・還元費用：326,315,700円、事務費：23,335,449円
　　（寄附金　14,832,800円を除く）

349,651,149 334,818,349 R3.10.28 R4.3.31
飲食店利用者へのポイント還元を行うことで、約19億円の経済効果を創
出し、飲食店等の消費回復につながった。

109 世界遺産富士山課 富士山五合目等での検温等実施事業
　富士山開山中における感染防止対策として、五合目及び六
合目において検温等を実施

検温等実施に要する経費　QRコードによる体調確認システム開発
業務委託費　220千円、体温計・フェイスシールド等消耗品購入、
案内看板作成　113千円

332,697 332,697 R3.4.1 R3.9.30

富士山登山者に対する検温及び体調確認に使用する非接触型体温
計、フェイスシールド等を購入。
五合目、六合目において、富士山山中におけるクラスター発生等の防
止のために行った。検温等を拒否するものも少なくクラスターの発生も
なく閉山を迎えることができた。

110 議事調査課 委員会オンライン会議対応備品の購入

　重大な感染症のまん延防止措置又は大規模災害等の発生
により、県議会議員が議会の委員会の招集場所に参集する
ことが困難となった場合に、議員がオンラインで出席すること
ができるよう機器等の整備を行う。

・ノートパソコン：@128,500円×4台×1.1＝565,400円
・Webカメラ：@39,000円×4台×1.1＝171,600円
・ディスプレイ：@33,800円×8台×1.1＝297,440円
・ディスプレイスタンド：@27,400円×8台×1.1＝241,120円
・HDMIケーブル：12,900円×8本×1.1＝113,520円
・スピーカーフォン：32,000円×4台×1.1＝140,800円
・HDMI分配器：13,000円×4台×1.1＝57,200円
・USB延長ケーブル：14,00円×8本×1.1＝12,320円

1,599,400 1,599,400 R4.1.26 R4.2.18
県議会議員が議会の委員会にオンラインで出席するために必要となる
機器等（ディスプレイ等）を購入し、各委員会室に設置。議員がオンライ
ンで委員会に出席することが可能となった。

113 産業人材育成課
就業支援センターパソコンルーム個別モニ

ター設置費

　就業支援センターにおいて、新型コロナ対策で座席間を広く
取っているパソコンルームの受講環境を改善し、訓練効果を
向上させる

訓練生が至近距離で講師の操作画面を確認するための個別モニ
ターを整備（備品購入費：モニター11台212,000円、スケーラー搭載
シームレスセクター一式209,000円、分配器一式25000円、片方向
画像音声転送システム一式473,000円、HDMIケーブル16,000円、
機器設置費用110,000円）　計1,045,000円

1,045,000 1,045,000 R3.12.10 R4.1.25
個別モニターを設置することで、受講生同士のソーシャルディスタンスを
確保しつつ、講師から離れた位置でも講師と画面を共有することで質の
高い訓練を実施できた。

114 産業人材育成課
公共職業能力開発施設及び指定管理施設
における新型コロナウィルス感染症拡大防

止用品購入費

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、公共職業
能力開発施設及び指定管理施設において、二酸化炭素濃度
測定器を購入

二酸化炭素濃度測定器購入に要する経費（需用費）　15,450円／
台×69台×1.1＝1,172,655円（産業技術短期大学校：37台、峡南高
等技術専門校：11台、就業支援センター：6台、中小企業人材開発
センター：15台）

1,172,655 1,172,655 R4.1.19 R4.3.16

二酸化炭素濃度測定器を産業技術短期大学校37台、峡南高等技術専
門校11台、就業支援センター6台、中小企業人材開発センター15台を配
置し、感染症防止対策を整備したことによって、安全安心な管理運営に
つながった。

115 産業人材育成課
中小企業人材開発センターにおける新型コ
ロナウィルス感染症拡大防止用品購入費

　新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、中小企業
人材開発センターにおいて、空気清浄機を購入

空気清浄機購入に要する経費（備品購入費）　107,500円／台×15
台×1.1＝1,773,750円

1,773,750 1,773,750 R4.1.19 R4.3.22
各貸室及びロビーに空気清浄機を配置し、感染症防止対策を整備した
ことによって、安全安心な施設の管理運営につながった。

116 産業人材育成課
産業技術短期大学校等学生支援緊急給

付金事業費

　新型コロナウイルス感染症の影響により就学の継続が困難
になっている産業技術短期大学校等の学生に緊急給付金を
支給し、即戦力となる実践的な人材を輩出することで、県内産
業の発展を図る

国の緊急給付金の対象外である産業技術短期大学校及び峡南高
等技術専門校の学生のうち該当する者に給付金を支給（扶助費）
1.800,000千円（18人×100,000円）

1,800,000 1,800,000 R4.2.21 R4.2.22
18人に対して給付金を支給し、新型コロナウイルス感染症の感染が拡
大する中、当受給者の心理的・経済的に負担の軽減が図れた。

118 労政雇用課
感染拡大防止のための新型コロナウイル

ス対策休業助成金（補正分）

　新型コロナウイルス感染症の県内における感染拡大を防止
するため、新型コロナウイルス感染症の感染者または濃厚接
触者で給与や事業所得、公的な給付金等が支給されない者
に対し、休業した日に応じ定額を助成する。

支給人数：1,078人、支給額：38,340千円
（No.33 感染拡大防止のための新型コロナウイルス対策休業助成
金（補正分）との合計
No.33：　29,664千円　No.118：　8,676千円

8,676,000 8,676,000 R3.4.20 R4.3.31
1,078人に助成金を支給したことにより、新型コロナウイルス感染症の感
染者、濃厚接触者となったことによる休業への心理的・経済的負担の軽
減が図れた。

119 情報政策課 認証印刷・スキャンシステムの整備

　マイナンバーカードを利用した認証印刷・スキャンシステム
を整備することで、他者の印刷物に触れる機会を減らし感染
リスクを低減するとともに、資料の電子化によるテレワークの
利便性を向上させ、安定的な行政機能の維持を図る

印刷・スキャン時にマイナンバーカードで本人認証を行い、新型コ
ロナウイルス感染対策防止及び情報漏洩対策のためのシステム
構築に要する経費（認証印刷・スキャンシステムの導入費　169,400
千円、マイナンバーカードアプリケーション搭載システム使用料
876千円）
イ　認証印刷・スキャンシステムの導入
ロ　マイナンバーカードアプリケーション搭載システムの導入

170,275,650 170,275,650 R3.12.14 R4.3.31

認証印刷・スキャンシステムを整備したことによって他者の印刷物に触
れる機会を減らし感染リスクを低減するとともに、場所によらない（プリン
タを固定されない）印刷が可能となるため、柔軟な働き方に対応できる
効率的な業務環境を構築することができた。

120 情報政策課 Microsoft365ライセンスの調達

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大対策として導入した
業務環境について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
対応により増加した職員分を追加整備し、本県の行政機能を
維持する

Microsoft365ライセンス等の調達を行う
　Microsoft365ライセンス　9,922円×100ライセンス＝992,200円（使
用料及び賃借料）、AddressLookライセンス　847円×100ライセンス
＝84,700円、合計　1,076,900円

1,076,900 1,076,900 R3.10.15 R3.11.8
新型コロナ感染症対応により増加した職員分の環境を整備することによ
り、継続して行政機能を維持することができた。

121 スポーツ振興課 県有施設感染症対策事業（予備費分）

　新型コロナウイルス感染症対策に必要な備品等を整備する
ことで、安心・安全な公共施設を維持していく
　県有施設における感染リスクを低減するため、和式トイレの
様式化工事に要する経費

和式トイレの洋式化工事（工事請負費）
　八代射撃場　            1,003,200円
　飯田野球場　　　　　　　 898,810円
　緑が丘スポーツ公園　1,743,786円

3,645,796 3,645,796 R4.1.7 R4.3.31
和式トイレを洋式化した施設では、飛沫拡散防止となり、利用者がより
安心・安全に利用できる環境を整えることができた。

122
グリーン・ゾーン
推進グループ

やまなしグリーン・ゾーン構想推進事業費

　R3.8.20～9.12にかけて、新型コロナウイルスまん延防止等
重点措置が適用されたことに伴い、感染拡大防止対策を強化
するため、飲食店等の営業時間短縮等の実施状況の見回り
等を実施

飲食店等の営業時間短縮等の実施状況の見回り委託　90,066千
円　実施期間：R3.8.20～9.12

90,065,846 90,065,846 R3.4.1 R4.3.31
まん延防止等重点措置期間中、対象店舗全部に対し、営業時間の見回
り等を実施し、感染拡大防止対策の強化につなげた。

123 統計調査課
統計調査課分室　空調換気設備整備及び

トイレ改修工事

　統計調査課分室における狭い作業スペースでの密状態に
よる感染リスクを低減するため、機器等を整備し執務環境を
整えることで安定的な行政機能の維持を図る
　統計調査課分室における感染リスクを低減するため、和式
トイレの洋式化工事を行う。

空調換気設備整備、トイレ改修に要する経費（工事請負費）　4,107
千円

4,107,400 4,107,400 R4.2.3 R4.3.15

統計調査課分室内の和式トイレ１箇所を洋式に改修、１階及び２階の冷
暖房機器更新及び換気設備を設置し、感染症防止対策を整備したこと
により、来庁者や職員の感染リスクの低減を図り、適正な統計調査の実
施に寄与した。

128 資産活用課 庁舎管理業務非接触型システム構築事業
　庁舎管理上の新型コロナウイルスの感染リスクを低減する
ため、非接触システムを構築し、感染拡大防止を図る

庁舎管理（登退庁時の確認及び鍵の受け渡し）のための非接触シ
ステム構築に要する経費（需用費、委託料、備品購入費）
　システム開発費　5,600千円、初期設定作業費　120千円、鍵用
キーホルダー作成作業費　220千円、ハードウエア等購入費　789
千円、消耗品 123千円

6,851,592 6,851,592 R4.1.4 R4.3.29

1日あたり約130課室、15会議室の鍵の受取・返却を対象に以下のとお
り感染リスクの低減を図った
・様式に記載していた課室及び会議室の鍵貸出記録をシステムを用い
非接触型とすることで、ボールペン等を介した感染リスクの低減。
・システム化により受渡時の時間が短縮できたことで、窓口の混雑回避

129 道路整備課 富士山有料道路管理費補助金
　新型コロナウイルス感染症の影響により、富士山有料道路
の通行を確保するために要する費用を助成することにより、ア
フターコロナにおける観光の反転攻勢を図る

富士山有料道路事業の継続のために必要な委託料や雇用維持の
ために必要な人件費等
　補助金　179,264千円（事業継続のために要する公社職員の人件
費等 17,718千円（報酬・給与10,833千円、手当等2,972千円、共済
費2,875千円、賃金1,038千円)、事業を継続するための委託料等
161,546千円

179,264,000 179,264,000 R4.3.15 R4.3.31
適正な維持管理ができたことにより、富士山有料道路の通行が確保さ
れ、本県への誘客促進が図られた。



130 政策企画グループ 政策課題調査費
　事業者の感染症対策を公的に認証するグリーン・ゾーン認
証制度の国際的評価の獲得を目指し、国際的な衛生基準と
の認証互換関係を構築する。

国際的な衛生基準（WHSR）とグリーン・ゾーン認証制度の互換性
の調査及び互換性認定申請の委託　3,080千円

3,080,000 3,080,000 R4.2.8 R4.3.15
やまなしグリーン・ゾーン認証の5項目について、国際的な衛生基準
（WHSR）との互換性認定を取得することができ、国内外にアピールでき
る国際的評価の獲得につながった。

132 総務課 学校保健特別対策事業費補助金

（特別支援学校スクールバス感染症対策支援事業）
　児童生徒の新型コロナウイルス感染症への感染リスクを低
減するため、特別支援学校のスクールバスを増便
　スクールバスに乗車する幼児児童生徒の少人数化を図るた
め、スクールバスの増便措置を実施（R3.4.1～R4.3.31）

スクールバス増便（5校・17台）　138,246,636円（委託料）
【甲府支援学校　2台（14,901,876円）】
単価42,262円×198日＝8,367,876円、単価33,000円×198日＝
6,534,000円
【わかば支援学校　5台（42,253,200円）】
単価43,615円×198日×2コース＝17,271,540円、単価41,635円×
198日×2コース＝16,487,460円、単価42,900円×198日×1コース
＝8,494,200円
【ふじざくら支援学校　2台（12,634,160円）】
単価32,230円×196日×2コース＝12,634,160円
【かえで支援学校　7台（60,640,800円）】
単価42,372円×200日×3コース＝25,423,200円、単価43,692円×
200日×3コース＝26,215,200円、単価45,012円×200日×1コース
＝9,002,400円
【桃花台学園　1台（7,816,600円）】
単価41,800円×187日＝7,816,600円
補助率50％　（千円未満切り捨て）

138,246,636 69,123,636 R3.4.1 R4.3.31

給付金にて、スクールバス乗車率の高い５校へ合計１７台の増便を図る
ことで、感染リスクの高いスクールバスにおいて、乗車する児童生徒の
身体的距離を１～２ｍ確保することができ、乗車する児童生徒の感染リ
スクを低減できたため、バス内での感染は見られなかった。

133 教育企画室 教育センター感染予防対策強化事業費
　総合教育センターにおいて、新型コロナウイルス感染症拡
大を予防するとともに、感染症の拡大収束後の超感染症社会
に対応した安心・安全な施設の利用環境の整備を図る

総合教育センターの多目的トイレドアの非接触化（2箇所）、一般ト
イレの照明センサー化（25箇所）、相談支援部玄関出入口ドア非接
触化（1箇所）に要する経費　3,080,000円（工事請負費）

3,080,000 3,080,000 R3.12.16 R4.3.31
多目的トイレドアの非接触化と一般トイレの照明センサー化、相談支援
部玄関出入口ドア非接触化を行い、感染症防止対策を整備したことに
よって、安全安心な管理運営につながった。

134 生涯学習課
教育施設感染予防対策強化事業費

（青少年センター）

　青少年センターにおいて、新型コロナウイルス感染症拡大
を予防するとともに、感染症の拡大収束後の超感染症社会に
対応した安心・安全な施設の利用環境の整備を図る

青少年センターの多目的トイレ自動ドア整備（1箇所）に要する経費
671千円（工事請負費）のうち、638千円を財源に使用

671,000 638,000 R3.11.1 R4.3.1
多目的トイレを自動ドアに整備したことにより、取っ手部分を介しての感
染を解消することができ、コロナと共存する今の社会に対応した、利用
者にとって安心安全な施設利用の提供につながった。

135 生涯学習課
教育施設感染予防対策強化事業費

（ことぶき勧学院）

　山梨ことぶき勧学院において、新型コロナウイルス感染症
拡大を予防するとともに、感染症の拡大収束後の超感染症社
会に対応した安心・安全な施設の利用環境の整備を図る

山梨ことぶき勧学院のトイレ自動ドア及び自動照明整備（2箇所）、
正面玄関自動ドア整備（1箇所）に要する経費　2,244千円（工事請
負費）

2,244,000 2,244,000 R4.2.1 R4.3.31
自動ドア等を整備したことにより、ドア部分を介した感染を解消すること
ができ、感染防止対策を強化することができたことによって、安心安全な
管理運営につながった。

136 生涯学習課
教育施設感染予防対策強化事業費（科学

館）

　山梨県立科学館において、新型コロナウイルス感染症拡大
を予防するとともに、感染症の拡大収束後の超感染症社会に
対応した安心・安全な施設の利用環境の整備を図る

山梨県立科学館の多目的トイレ自動ドア整備（3箇所）に要する経
費　1,870千円（工事請負費）のうち、1826千円を財源に使用

1,826,000 1,826,000 R3.8.31 R3.12.27
自動ドアを整備したことにより、ドアの取っ手部分を介しての感染を解消
することができ、感染防止対策を強化することができたことによって、安
心安全な管理運営につながった。

137 生涯学習課
教育施設感染予防対策強化事業費

（図書館）

　山梨県立図書館において、新型コロナウイルス感染症拡大
を予防するとともに、感染症の拡大収束後の超感染症社会に
対応した安心・安全な施設の利用環境の整備を図る

山梨県立図書館の多目的トイレ（3箇所）、親子トイレ（1箇所）、授
乳室（1箇所）ドア非接触化整備に要する経費　2,493千円（工事請
負費）のうち、2,420千円を財源に使用

2,420,000 2,420,000 R4.1.20 R4.3.8

非接触化したドアを整備したことにより、ドアの取っ手部分を介しての新
型コロナウイルス感染拡大を予防することができたとともに、感染症の
拡大収束後の超感染症社会にも対応した安心・安全な施設の利用環境
の整備が図られた。

138 生涯学習課
教育施設感染予防対策強化事業費

（八ヶ岳少年自然の家）

　八ヶ岳少年自然の家において、新型コロナウイルス感染症
拡大を予防するとともに、感染症の拡大収束後の超感染症社
会に対応した安心・安全な施設の利用環境の整備、屋外で３
密を避けて安心して活動できる環境の整備を図る

イ　安心・安全な施設の利用環境の整備　6,820,000円（工事請負
費）
八ヶ岳少年自然の家のトイレ（4箇所）、玄関ドア（4箇所）、ドア非接
触化整備に要する経費
ロ　子どもへの迅速な指示により、安全かつ円滑な屋外活動がで
きる環境の整備　1,914,000円（工事請負費）
屋外活動指導用放送設備の整備（2箇所）

8,734,000 8,734,000 R4.1.13 R4.3.29

イ　8箇所のドアについて非接触化整備を実施し、感染症防止対策を整
備したことで安全安心な管理運営につながった。

ロ　屋外での体験活動の際に、子どもへの指導等で使用する指導用放
送設備を2箇所整備したことで、安心安全かつ3密を避けられる屋外体
験活動の提供につながった。

139 生涯学習課 県立図書館機能強化事業費
　コロナ禍においても読書活動を継続したいという県民のニー
ズに対応するため、山梨県立図書館において電子書籍の充
実を図る

電子書籍コンテンツの購入に要する経費（使賃料）　6,160千円 6,159,975 6,159,975 R4.2.10 R4.3.15

電子書籍の購入により、電子書籍のコンテンツの充実が図られ、利用者
が非来館でも多くの書籍を読むことが可能となり、館内の３密の防止に
繋がり、感染症防止対策の強化が図られ、安心安全な管理運営につな
がった。

143 生涯学習課 成人式感染予防対策事業費
　安心・安全な成人式を開催するため、検査体制の整備を図
る

成人式を実施する市町村に対し、抗原定性検査キットの配布に係
る委託経費　6,536千円（16,588円×394箱（25市町村へ配布））

6,535,672 6,535,672 R4.1.6 R4.1.9

抗原定性検査キット３９４箱（９，８５０キット）を成人式主催団体である市
町村に配布することにより、市町村は成人式出席者に対し抗原定性検
査を実施することができた。このことにより、安全安心な式典開催につな
がった。

144 福利給与課
教職員等への新型コロナウイルス感染症

検査事業費(令和３年度)

　教職員等を対象に必要に応じて核酸検出検査等を実施す
ることで、所属内における新型コロナウイルス感染症拡大防
止を図り、教育行政及び学校等教育機関における業務執行
体制を維持・継続する
　教職員等を対象とする核酸検出検査もしくは抗原定量検査
に要する経費

イ　検査費（委託料）　156,750円
 （内訳）
 厚生連健康管理センター
 9人×11,000円（税込）＝99,000円
 富士温泉病院
 7人×7,500円×1.1＝57,750円

ロ　検査キット購入（需用費）
15個×6,470円×1.1＝106,755円

263,505 263,505 R4.1.17 R4.3.31
教職員16人に対して検査を実施し、所属内における新型コロナウイルス
感染症の拡大防止を図ることができた。

146 生涯学習課
八ヶ岳少年自然の家感染予防対策施設設

備整備・管理費

　コロナ禍においても、屋外での体験活動は３密を避けるとい
う観点で有効であることから、天候悪化等の際においても、子
どもたちが安心して体験活動を実践できる環境を整備するこ
とで、更なる屋外活動の推進を図る。

屋外活動時の天候悪化等に備えた避難場所の整備
屋外活動避難場所（１箇所）の整備に要する経費　2,480,500円（工
事請負費）

2,480,500 2,480,500 R3.10.22 R3.12.10
屋外における体験活動時の天候悪化等に備えた避難場所を1箇所整備
したことで、安心安全かつ3密を避けられる屋外体験活動の提供につな
がった。

148 子育て政策課
やまなし産後レスパイトケア推進モデル事

業費

　産後の母親の心身の負担を軽減し、コロナ禍においても安
心して子どもを産み育てることが出来る社会の構築を図る
　本格的なケアが必要になる前の対策として、産後の母親が
一時的に育児から解放され休息が取れるレスパイトサービス
を試験的に実施し、その効果や課題を検証しながら事業化に
向けた検討を進める

イ　ホテルを活用した出張保育サービス　1,891,259円（補助金、委
託料）（宿泊補助：260,000円、託児ルーム室料補助：390,000円、出
張保育委託料：1,241,259円）
ロ　保育施設を活用したショートステイサービス（委託料）　473,201
円
ハ　一時預かり等利用検証事業（補助金）　29,800円

2,394,260 2,394,260 R4.1.11 R4.3.31
新型コロナウイルス感染症の感染が拡大する中、当該モデル事業によ
り支援を受けた、1歳未満の多胎児を養育する母親及びひとり親世帯の
母親の心理的・経済的負担の軽減が図れた。

149 子育て政策課 地域子ども・子育て支援事業費補助金

　地域子ども・子育て支援事業（放課後児童健全育成事業を
除く）において、感染症に対する強い体制を整え、感染症対策
を徹底しつつ事業を継続的に実施していくために必要な経費
やICT化の推進に要する経費を助成し、子どもを安心して育て
ることが出来る環境を整備

市町村が実施する事業について助成する
新型コロナウイルス感染症対策支援事業及びICT化推進事業
9,619千円

9,619,000 9,619,000 R3.4.1 R4.3.31
9市町に対し新型コロナウイルスの影響により生じるかかり増し経費や
ICT機器導入に係る経費等について助成し、感染症対策を徹底しつつ
事業の継続的な実施が図れた。

150 子育て政策課 放課後児童健全育成事業費等補助金

　放課後児童クラブが感染症に対する強い体制を整え、感染
症対策を徹底しつつ事業を継続的に実施していくために必要
な経費やICT化の推進に要する経費を助成することで、放課
後児童の安心・安全な健全育成の向上を図る

市町村が実施する事業について助成する
・新型コロナウイルス感染症対策支援事業及びICT化推進事業
  13,108千円

13,108,000 13,108,000 R3.4.1 R4.3.31
１１市町村に対し新型コロナウイルスの影響により生じるかかり増しや
ICT機器導入に係る経費等について助成し、感染症対策を徹底しつつ
事業の継続的な実施が図れた。

151 子育て政策課
山梨県妊娠出産育児包括支援事業費補

助金

　利用者支援事業（母子保健型）において、感染症に対する
強い体制を整え、感染症対策を徹底しつつ事業を継続的に
実施していくために必要な経費やICT化の推進に要する経費
を助成し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援体制
を整備する

市町村が実施する事業について助成する
・新型コロナウイルス感染症対策支援事業　168千円
・ICT化推進事業　 92千円

260,000 260,000 R3.4.1 R4.3.31

甲府市と富士吉田市に、マスクや手袋、アルコール消毒液などの感染
症対策に必要な物品購入費を、昭和町にオンライン用のICT機器やシス
テム基盤の整備等のICT化推進経費をそれぞれ助成。感染症対策を徹
底しつつ事業の継続的な実施が図れた。

153 産業政策課
事業復活支援金等申請サポート体制強化

事業費補助金

　新型コロナウイルス感染症により、大きな影響を受けている
中小企業・小規模企業者等が、自社事業の継続のために行
う「事業復活支援金」の申請を迅速かつ効率的に支援し、もっ
て本県経済の維持・発展に資する
　事業復活支援金の登録確認機関として、事業者への支援を
行っている商工関係団体の円滑な申請サポート体制を強化
するため、必要な経費に対して補助

商工団体の申請サポート体制強化に要する経費
イ　事務費（通信運搬費、消耗品費、印刷製本費、使賃料等）
1,225千円
ロ　人件費（中小企業診断士等）　4,264千円

5,488,293 5,488,293 R4.1.27 R4.3.31
国の「事業復活支援金」について、県内中小・小規模企業者等から申請
手続きに関する相談延べ6,339件を受け付け、速やかな給付金の申請
及び受給の実現によって、当該事業者の事業継続につながった。

154 福祉保健総務課 保健所体制資機材整備
　フェース５レベルの感染拡大に対応するにあたり、保健所職
員の過重な勤務状況を回避するため、資機材を整備し保健
所の受入体制を確保する

応援職員がすぐに業務に従事できるよう、PCや携帯等の資機材整
備の経費
　PC・携帯リース、PC利用ライセンス、机・椅子、飛沫感染予防
シールド等（需用費、備品費、使賃料）　5,625,630円

5,625,630 5,625,630 R3.12.15 R4.3.31
PC22台、スマホ10台のリース及び椅子20脚、机5台、パルスオキシメー
ター40個を購入し、資機材を整備したことにより、保健所の受入体制の
強化につながった。

155 健康増進課
新型コロナウイルス感染症セーフティネット

強化交付金
（こころの健康相談統一ダイヤル事業）

　新型コロナウイルス感染症の影響による自殺を防ぐため、
相談しやすい体制を整備（こころの健康相談統一ダイヤル事
業費）

「こころの健康相談統一ダイヤル」の設置、運営費用
2,873,342円

11,493,367 2,873,342 R3.4.1 R4.3.31
令和３年度の統一ダイヤルへの相談件数は、3,457件と前年度から６５３
件増加（23.3％増加）し、悩みを抱える方へより多くの支援を提供するこ
とができた。

161 医務課 ナースセンター事業費

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、医療現場で
働く看護職の需要が大きく増加しており、ナースセンターにお
ける就業相談等を適切に対応するため、経験豊富な看護職
員を配置する

就業相談等に対応する看護師1名を配置　4,000千円 4,000,000 4,000,000 R3.4.1 R4.3.31
コロナ禍でナースセンターでの就業相談の質・量が大幅に増加する中、
専門的知識や医療機関での勤務経験等が豊富な看護職員を1名配置し
たことにより、適切な就業支援等が可能となった。

162 健康長寿推進課
新型コロナウイルス検査事業費

（抗原検査）（令和３年度）

　第6波に備えて感染者を早期に発見し、高齢者施設等にお
いて集団感染を未然に防ぐため、抗原定性検査（抗原検査
キット）による検査体制を整備。

抗原検査キットの施設への配付
　約4,200事業所、検査キット（単価15,080円）＋梱包費（単価2,200
円）　25～75キット/１事業所
（税込）　148,361,013円

148,361,013 148,361,013 R3.12.15 R4.3.31

　第6波の感染拡大に備えて、約4,200箇所の高齢者施設等に、抗原定
性検査キット195,325検査分を配布。
　重症化リスクが高い高齢者施設の入所者・利用者・従事者等が、随時
検査ができる体制を整備したことにより、集団感染の未然防止や、医療
提供体制への負荷軽減に寄与した。

163 健康長寿推進課
社会福祉施設感染症対策支援事業費補

助金
　介護サービス事業所・施設が感染防止対策を継続的に行う
ことを支援する。

感染防止対策に要する経費　199,293,756円（うち交付金
170,259,378円）
　対象：約4,200事業所、単価：通所介護事業所110,000円　等

199,293,756 170,259,378 R3.12.15 R4.3.31
感染症に対するかかり増し経費について、377法人（1,095事業所）に補
助を行ったことによって、高齢者に対する介護サービスの提供体制が確
保された。

164 福祉保健総務課
生活困窮者就労準備支援事業費等補助

金

（自立相談支援機関等の強化事業）
　新型コロナウイルス感染症の影響により、増加する生活困
窮者に対し、自立相談支援事業の実施等の各種支援に関す
る措置を講じ、生活困窮者の自立の促進を図る

県社協に委託している自立相談支援事業に係る委託料　5,640,862
円

5,640,862 5,640,862 R3.4.1 R4.3.31
生活困窮者からの相談５２１件（コロナ前のR１年度実績２１２件件）に対
し、各種支援に関する措置を講じ自立促進を図れた。

166 医務課 医療提供体制推進事業費補助金

（看護師養成所等における実習補完事業）
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、看護師等養
成所による医療機関等における実習が実施できない状況に
鑑み、学内演習の実施を促進する

シミュレーター等リース費用　601千円、学内演習を運営するため
に必要な消毒経費等639千円

2,479,000 1,240,000 R3.4.1 R4.3.31
看護師等養成所4校で、コロナ禍で医療機関等での臨地実習が困難な
中、学内で血圧測定の実習を行い、臨地実習と遜色ない質の学内実習
を行うことが可能となった。

167 障害福祉課 社会福祉施設等施設整備費補助金

（障害者支援施設等の多床室の個室化に要する改修事業）
　障害者支援施設等における感染防止対策の強化及び必要
とされる障害福祉サービスの充足を目的とした施設整備を促
進する

社会福祉法人等が設置する障害児（者）施設の整備に要する費用
の一部を補助
　補助額1,431千円（国2/3、県1/3）、県負担分477千円

476,000 476,000 R3.12.3 R4.3.31
1施設に対し助成をし、施設の個室化改修工事を実施したことで、感染
防止対策が図られた。

168 障害福祉課
抗原定性検査キットによる検査体制構築

事業（令和３年度）

　新型コロナウイルス感染症の第６波を見据える中、障害者
施設等における更なる感染拡大の防止を図るため、感染防
止対策を強化する取組等に対し支援

障害者施設等において集団感染を未然に防ぐため、抗原定性検
査による検査体制を整備
　検査キット(25入)：1,927箱×15,080円×1.1、検査キット(10入)：
734箱×6,032円×1.1、梱包費：1,121施設×2,200円×1.1
※千円未満の端数調整あり

39,548,000 39,548,000 R4.1.1 R4.3.31
障害者施設等に対して抗原検査キットを55,515キット配布し、施設等に
おいて感染者を早期に特定することが可能となり、集団感染の防止や
入所者等の重症化による医療提供体制への負担の軽減が図られた。

170 障害福祉課
障害福祉サービス事業所・施設における感

染症対策支援事業費
　新型コロナウイルス感染症の第６波を見据え、介護・障害者
施設における感染防止対策を支援するための取り組みを行う

障害福祉サービス事業所・施設におけるにおける感染防止対策に
係る経費の補助
　支援金46,970,000円（国補2,728,000円、臨時交付金42,878,000
円、県費1,364,000円）、事務費23,719,776円（国補7,862,000円、臨
時交付金11,859,888円、県費3,997,888円）

54,737,888 54,737,888 R3.12.16 R4.3.31
障害者施設が行う感染防止対策に対し、助成を行った。延べ、496事業
所が消毒液、パーティションの購入等を行い、利用者及び施設職員の感
染防止対策の徹底が図られた。

172 観光振興課 無尽でお助けキャンペーン事業費

　新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ飲食店
の消費回復を図るとともに、コロナ禍で分断された県民のつ
ながりを取り戻すため、本県特有の文化である無尽の開催を
推進

事前に登録した団体が飲食店に支払った金額の25％上乗せ分を
負担
助成額　　　　61,495,163円
事務局経費　  9,746,517円

71,241,680 71,241,680 R3.12.1 R4.3.31
長引く新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ飲食店の消
費回復を図ため、忘年会、新年会シーズンに合わせクーポンの上乗せ
率を25％に引き上げ飲食店の利用を促進することが出来た。

177
新型コロナウイルス

対策グループ
衛生環境研究所検査体制強化事業費

　新型コロナウイルスの更なる感染拡大した場合にもＰＣＲ検
査体制を堅持するため、衛生環境研究所検査の検査体制を
強化する。

新型コロナウイルスに係る検査機器等の整備を行うための経費
イ　検査機器の整備（備品購入費）　11,582千円
ロ　試薬等の購入（消耗品費）　32,933千円

44,513,590 44,513,590 R3.12.16 R4.3.31
衛生環境研究所に自動遺伝子抽出装置等の検査機器を整備するととも
に、検査に要する試薬等の消耗品を購入することで、感染拡大した場合
にも対応ができるＰＣＲ検査体制の強化につながった。



178
新型コロナウイルス

対策グループ
新型コロナワクチン接種促進事業費

（ワクチン班広報費）

　新型コロナウイルスに係るワクチンの追加接種（3回目）の
効果・接種機会等を周知し接種奨励を行い、接種率向上を図
る。

ワクチン接種の効果・接種機会等を新聞広告等にて情報発信する
ための経費（役務費・委託料）　7,000千円

7,000,000 7,000,000 R3.12.15 R4.3.31
ワクチン接種の効果・接種機会等を新聞広告やWeb広告により情報発
信することで、接種率の向上を図った。

179
新型コロナウイルス

対策グループ
無料検査支援事業費

　日常生活や経済社会活動における感染リスクを引き下げる
ため、無料検査体制を整備する。

新型コロナウイルス感染症無料検査支援事業費補助金　9,224千
円

121,651,823 9,223,924 R3.12.15 R4.3.31
無料検査に協力した医療機関等に対してPCR等検査費用を補助するこ
とにより、無料検査体制を整備した。

181
新型コロナウイルス

対策グループ
新型コロナ専用病床改修費（懸案）

　新型コロナウイルス感染症の第６波に向けて、重点医療機
関の病床を確保するための施設を整備し、医療提供体制を
強化する。

保健衛生施設等設備整備費補助金　16,758千円 478,751,000 16,758,000 R3.11.1 R4.3.31
重点医療機関における「病床の機能拡充」及び「ゾーニング設備の新
設・修繕」を補助し、医療提供体制を強化した。

182
新型コロナウイルス

対策グループ

マスク・アルコール消毒薬・防護服等医療
資材購入事業費（感染症対策G車両購入

費）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大時に向け、緊急時に
おける資材搬送用等車両を整備し、医療提供体制を強化す
る。

資材搬送用等車両の購入に要する経費
規格：小型乗用車1台（ワゴン）
経費：2,049千円

2,048,211 2,048,211 R3.11.1 R4.3.31 資材搬送用等車両を整備し、医療提供体制を強化した。

183
新型コロナウイルス

対策グループ
ワクチン職域接種支援事業費

（ワクチン班車両購入費）
　新型コロナウイルスワクチン接種を円滑に実施するため、物
資搬送用等車両を整備し、ワクチン接種体制を整備する。

ワクチン接種会場等への物資搬送用等車両の購入に要する経費
規格：小型乗用車1台（バン）
経費：2,012千円

2,011,492 2,011,492 R3.11.1 R4.3.31
ワクチン接種会場等への物資搬送用等車両を整備し、ワクチン接種体
制を強化した。

184
感染症対策

企画グループ
（福祉保健総務課）

感染症調査等事業費
(保健所車両購入費（福総）)

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大時に向け、患者搬送
体制等を整備し、医療提供体制を強化する

患者搬送用等車両の購入に要する経費
配置先：県内4保健所（中北4台、峡東1台、峡南1台、富士東部4
台）
規格：小型乗用車10台（ワゴン4台、バン4台、軽自動車2台）
経費：18,327千円（ワゴン4台×1,893千円、バン4台×1,802.5千円、
軽自動車2台×1,621千円、重量税303千円）

18,326,748 18,326,748 R3.11.1 R4.3.31
県管轄4保健所に10台の車両を配備し、感染症患者の搬送や積極的疫
学調査を実施したことにより、医療提供体制の強化につながった。

185
新型コロナウイルス

対策グループ
ワクチン職域接種支援事業費補助金

　新型コロナウイルスワクチン接種体制を支援し、ワクチン接
種率向上を図る。

中小企業等が行った職域接種について、国の承認遅延に伴って、
やむを得ず発生した赤字額に対し助成（補助金）　2,307千円

17,940,000 2,307,000 R3.7.7 R4.3.31
該当する中小企業等に補助金を交付することによって、職域接種体制
を支援し、ワクチン接種率向上を図った。

186
新型コロナウイルス

対策グループ
感染症対策推進費

（ワクチン班備品等購入）
　新型コロナウイルス感染症ワクチン接種を円滑に実施し、ワ
クチン接種率の向上を図る。

ワクチン接種会場等で使用する物品等の整備
：273千円（需用費・備品購入費）

272,649 272,649 R3.12.1 R4.3.31
ワクチン接種会場等で使用する物品等を整備し、円滑な接種環境を構
築することで、接種率の向上を図った。

187
新型コロナウイルス

対策グループ
新型コロナウイルス感染症医療従事者派

遣体制確保事業費（当初）

　高齢者施設等においてクラスターが発生した際に、迅速に
医療従事者を派遣することにより、安定した医療提供体制を
整備する。

高齢者施設等における検体採取に係る医師の派遣に対する補助：
524千円

36,189,076 523,559 R3.4.1 R4.3.31
高齢者施設等における検体採取のため医師を派遣するとともに、クラス
ターが発生した際に、迅速に医療従事者を派遣することにより安定した
医療提供体制を整備した。

188
新型コロナウイルス

対策グループ
新型コロナウイルスワクチン接種促進事業

費
　新型コロナウイルスワクチン接種に関する情報発信を行
い、ワクチン接種率向上を図る。

ワクチン大規模接種センターに係る新聞記事の掲載費（役務費）
5,018千円

5,018,000 5,018,000 R4.1.11 R4.1.31
ワクチン大規模接種センターについて広報することにより多数の接種希
望者の来場を促進し、接種率の向上を図った。

191 警務部厚生課
警察職員への新型コロナウイルス感染症

検査事業（令和３年度）

　警察職員を対象に必要に応じて核酸検出検査等を実施す
ることで、庁内における新型コロナウイルス感染症拡大防止
を図り、警察業務における業務執行体制を維持・継続する

警察職員を対象とする核酸検出検査もしくは抗原定量検査に要す
る経費
検査費（委託料）　30件×7,500円×1.1

247,500 247,500 R4.2.1 R4.3.31
社会機能維持のため接触者等30人のPCR検査を実施し、早期に待機
解除を行うことで、安全安心な管理運営につながった。

192 広聴広報グループ 県政情報発信事業費
　新型コロナウイルス感染症に係る県の施策等に対する県
民、事業者等の理解を深めるため、新聞広告による情報発信
を強化

県内新聞各紙（5紙）に、新型コロナウイルス感染症の影響を受け
た事業者への支援に関する内容の広告を掲載　4,438千円（役務
費）

4,437,150 4,437,150 R4.2.2 R4.2.2
事業者支援策「事業復活支援金」の申請関連について新聞広告で発信
することで、事業者への制度周知などに寄与した。

193 秘書課 第二応接室　パーテーション設置工事
　第二応接室における来客の感染リスクを低減するためパー
テーションを設置し、快適な応接空間を整備する

パーテーション設置に要する経費1,705千円（工事請負費） 1,705,000 1,705,000 R4.2.9 R4.3.29

応接室内を二つの区画に分けたことにより、感染リスクを低減した上で
常時2グループの来客対応が可能となった。
例）複数の表彰式受賞者が来た際、空間を分けて待っていただくことが
可能になった。

194 職員厚生課
県職員への新型コロナウイルス感染症検

査事業(令和３年度）

　県職員を対象に必要に応じて核酸検出検査等を実施するこ
とで、庁内における新型コロナウイルス感染症拡大防止を図
り、県行政における業務執行体制を維持・継続する

県職員を対象とする核酸検出検査もしくは抗原定量検査に要する
経費
検査費（委託料）
 130人×8,250円＝1,072,500円
　 21人×7,040円＝　147,840円
　  9人×21,000円＝ 189,000円
　 38人×11,000円＝ 418,000円　　合計：1827,340円

1,827,340 1,827,340 R4.1.14 R4.3.31 早期検査対応を行い、クラスター発生の予防につながった。

195 障害福祉課 障害者総合支援事業費補助金

（障害福祉分野のロボット等導入支援事業））
　コロナ禍において業務負担が増大している障害者支援施設
等の職員の介護業務の負担軽減を図るため、施設が行う介
護ロボットの導入を支援する取組を行う。

社会福祉法人等の介護ロボットを導入する費用を補助
　補助率10/10（国2/3　県1/3）県負担分2,296千円

2,296,000 2,296,000 R3.4.1 R4.3.31
7施設に対し助成をし、介護ロボットを導入したことで、コロナ禍において
業務負担が増大している職員の負担軽減につながった。

196 健康長寿推進課
新型コロナウイルス感染症対策介護施設

等支援事業費
　クラスターが発生しやすい介護施設等に衛生用品を確保 洗口液（1,056円×200施設×12本） 1,388,630円 1,388,630 1,388,640 R4.2.8 R4.3.31

高齢者入所施設220施設に対して洗口液を配布したことで、利用者及び
施設職員の感染リスクの低減が図られた。

197 障害福祉課
新型コロナウイルス感染症対策障害者施

設等支援事業費
　クラスターが発生しやすい障害者施設等に衛生用品を確保 洗口液（440円×31施設(38箱)×12本）201千円 200,640 200,640 R4.3.10 R.4.3.31

31施設に対して洗口液を配布したことで、利用者及び施設職員の感染リ
スクの低減が図られた。

203
文化振興・
文化財課

考古博物館運営費
（一般行政事業以外）（※電話機増設）

　職員間での感染拡大を防止するため、電話機を増設し、職
員間の共用を避ける。

電話機増設のための工事費　2,090千円 2,090,000 2,090,000 R3.12.1 R4.3.31
これまでは、複数人で１台の電話を共用で使用していたが一人一台の
配属としたことで、新型コロナウイルスの媒介物感染を防ぐことができ
た。

204 観光文化政策課
飛沫防止用アクリルパーテーションの購入

（経常経費執行）

　執務室・会議室における感染拡大防止のため。
　執務室・会議室に設置する飛沫防止用アクリルパーテーショ
ン購入経費

アクリルパーテーション等購入経費（需用費）730千円 729,014 729,014 R3.9.2 R4.3.31
飛沫防止用アクリルパーテーションを購入し、感染症拡大防止対策を
行ったことにより、安全安心な環境整備につながった。

205 スポーツ振興課 県有施設感染症対策事業（当初分）
　新型コロナウイルス感染症対策に必要な備品等を整備する
ことで、安心・安全な公共施設を維持していく

県有施設における感染リスクを低減するため、備品等の購入に要
する経費
　空気清浄機　621,500円
　サーモカメラ　836,000円

1,457,500 1,457,500 R4.1.11 R4.3.2

県有施設において安心・安全に練習や大会を開催できるよう、整備を
行った。利用者や大会等でのクラスターは発生しておらず、整備による
効果があったといえる。また、利用者から「整備をしていただいて良かっ
た」との声もあり、安心・安全な公共施設の維持に寄与できたと考える。

211
新型コロナウイルス

対策グループ
新型コロナウイルスワクチン接種促進事業

費（ワクチン班新聞広告等）
　新型コロナウイルスワクチン接種に関する情報発信を行
い、ワクチン接種率向上を図る

ワクチン大規模接種センターに係る新聞記事の掲載費（役務費）
10,428千円

10,428,000 10,428,000 R4.2.1 R4.3.31
ワクチン大規模接種センターについて広報することにより多数の接種希
望者の来場を促進し、接種率の向上を図った。

212
新型コロナウイルス

対策グループ
マスク・アルコール消毒薬・防護服等医療

資材購入事業費（簡易キット備蓄）

 新型コロナウイルス抗原定性検査キットを備蓄し、緊急的に
必要な場合に放出し、行政検査など必要な検査の安定的な
実施を図る。

 検査キット購入に要する経費（需用費）　4,271千円 4,270,200 4,270,200 R4.2.19 R4.3.31
備蓄用に検査キット6,000回分を購入し、行政検査等の安定的な実施を
行い、緊急時の検査体制の整備を図った。

214 子ども福祉課
新型コロナウイルス対策子育て家庭休業

助成事業費

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、知事による小学校
の分散登校等の要請や保育所等への登園自粛の呼びかけ
を受け、子どもが登校・登園を控えたことにより保護者が休業
を余儀なくされた場合、特に支援が必要なひとり親及び市町
村民非課税世帯を対象として休業に伴う収入減の一部を補
填する。

休業助成金2,328千円（扶助費）
　4千円/日×582日（延82人申請日数）

2,328,000 2,328,000 R3.4.1 R4.3.31
82名に対して助成金を支給し、小学校等の休校に伴うひとり親家庭等
の経済的負担の軽減が図れた。


